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総括研究報告書 

 

旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究 

研究代表者  開原 典子  国立保健医療科学院 建築・施設管理研究部  上席主任研究官 

 

研究要旨 

本研究は、旅館業法の施設を対象として、特定感染症の国内発生時（又はその可能性が相当程度高ま

った時点）に求められる衛生管理上の対応策を検討するとともに、それらを前提とした特定感染症の

まん延防止に必要な対策を適切に講ずるための研修ツール案を作成し、感染防止対策を担う人材育成

を支援することを目的とした。また、興行場法の施設を対象として衛生管理等の実態調査を行い、実際

の衛生管理上の課題を把握し、衛生管理の推進に資する科学的根拠を得ることを目的とした。 

宿泊施設における特定感染症発生時の衛生管理対策については、令和 6 年度に整理した対策エビデ

ンスの更新を行うとともに、COVID-19 パンデミック時に運営された宿泊療養施設及び検疫施設の運

営資料、感染対策資料並びに現場対応資料を収集し、実際の運用事例を整理した。その結果、感染症発

生時の対応においては、換気や消毒等の個別対策のみならず、ゾーニング、動線管理、健康観察、組織

体制及び教育訓練を含めた総合的な運営体制の構築が重要であることが示された。また、客室及び共

用部におけるエアロゾル挙動の検討を通じて、換気設備の特性や運用方法を踏まえた感染対策の重要

性を整理するとともに、空気中の揮発性有機化合物等の調査を実施し、衛生環境管理に資する基礎的

知見を得た。さらに、宿泊療養施設等の運用経験及び健康状態等確認方法の検討結果を踏まえ、特定感

染症発生時の感染対策を担う人材育成を支援するための研修ツール案を作成した。研修ツール案では、

発熱又は呼吸器症状を有する宿泊者への対応を軸として、感染症に関する基礎知識、標準予防策、個人

防護具の使用方法、健康状態の確認方法、ゾーニング、換気対策、有症状者発生時の対応、清掃及び消

毒等について体系的に整理した。また、健康状態等確認票、チェックリスト及び対応記録様式等を整備

し、研修教材としてだけでなく、施設における実務支援ツールとしても活用可能な内容とした。 

興行場の実態調査では、中規模映画館を対象として、観覧場内の温度、相対湿度、二酸化炭素濃度、

浮遊粒子濃度及び微生物環境について追跡調査を実施した。その結果、観覧場内の空気環境は概ね良

好に維持されており、利用者数の増加に伴う変動は認められたものの、全体として安定した環境が維

持されていた。また、映画館における衛生器具利用実態調査では、便所利用が上映終了時に集中する一

方で、上映スケジュール等の運営上の工夫により利用者が一定程度分散されていることが確認された。

さらに、全国自治体を対象としたアンケート調査により、興行場における便所設置基準の実態及び運

用状況を整理した結果、準則を参考としつつも、各自治体が地域の実情や施設の特性を踏まえて基準

を設定し運用している実態が確認された。 

以上より、本研究では、旅館業法の施設における特定感染症発生時の衛生管理対策及び人材育成に

資する研修ツール案を作成するとともに、興行場法の施設における衛生環境及び便所設置基準に関す

る知見を蓄積した。これらの成果は、旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛

生管理の推進に資する基礎資料となることが期待される。 
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黒須 一見  国立健康危機管理研究機構 
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研究協力関連団体 
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A．研究目的 
 生活衛生関係営業施設では、新型コロナウイル

ス感染症（以下「COVID-19」という。）等感染症対

策を踏まえた現場の対応策の強化が急務である。

本研究では、興行場法と旅館業法の施設を対象と

して、感染防止対策等を含む衛生管理基準の策定

に資する科学的根拠の構築を行う。特に、旅館業

法では、旅館業法第２条第６項に規定する特定感

染症（以下「特定感染症」という。）の国内発生時

のまん延の防止及び感染防止対策を担う人材育成

の支援が必要である。五類感染症に移行する前の

 
図 1 研究の構造 

①－１
対策エビデンスの
収集・整理
（柳、林）

①－２
COVID-19パン
デミック時の対
策の実態調査と

課題の整理
（林、石黒、黒
須、奥村、柳、
島﨑、戸次、開

原）

①-３
特定感染症の
フェーズに応じ

た対策案の具体
化

（開原、石黒、黒
須、林、柳、奥

村）

②－１
健康状態等確認方法の

検討
（黒須、石黒、三浦）

②－２
研修ツール案の作成

（戸次、黒須、林、奥村、
柳、島﨑、三浦、開原）

③－１
事例調査（真菌・細菌：
柳、水質：　島崎、化学
物質：　戸次、 換気：

林、　温熱・建築計画：
開原、　設備・装置：
山崎、維持管理：　奥

村）

③－２
用途ごとの多様な維持

管理の資料作成
（柳、林、島﨑、戸次、

山崎、奥村）

・COVID-19パンデ
ミック時の有症者
等への対応・クラス
ター発生施設の適
切な事例調査（ヒ
アリング、アンケー
ト調査含む）

・COVID-19のクラ
スター発生施設の
換気等対策の分析
（実態把握）

↓

・③－１を踏まえた維持管
理の整理

旅館業法及び興行場法の施設における
感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究

① 旅館業の施設における特定感染症発
生時の衛生管理対策案の作成

② 旅館業の施設における特定感染症
まん延防止の研修ツール作成

③ 興行場の衛生的な環境確保
に関する実態と課題の整理

COVID-19に関する
知見の整理
・WHO,CDC,REHVA,
ASHRAE、接触対策
に関する関連論文・
報告、感染事例から
見る換気量の役割、
関連学会の知見

・特定感染症有症
者等の具体的基準
案の作成（特定感
染症の感染経路や
感染力、有症者等
の定義、を整理す
るための情報収集
と情報整理。フェー
ズの定義。特定感
染症とフェーズに
対応した対策の考
え方と具体案の検
討）

・次年度に向けた準備 ・次年度に向けた準備 ・規模・新旧・空調方式の違
い等を踏まえた実態把握
（実態調査、シミュレーショ
ン含む）

Ｒ7

・規模・新旧・空調方式の違
い等を踏まえた実態把握
（実態調査、ヒアリングを含
む）

Ｒ6

期待される効果：
・旅館業法の施設における感染防止対策の推進、宿泊する者が不当な差別を受けることがなく、旅館業の施設で働く者が安
心して働ける宿泊施設を整備する。
・興行場の施設の新旧や建設設備及び用途を踏まえた適切な維持管理と、多様性を踏まえた衛生管理の基礎を構築する。

・③－１を踏まえた維持管
理に資する資料作成

↓ ↓

我が国の旅館業及び興行場の施設に求められる感染防止対策等を含む衛生基準策定に資する
科学的根拠と情報整備資料の提示

・最新情報の更新 ・情報追加等 ・情報追加等 ・①を踏まえた確認様式及
び、健康状態等の確認内容
の検討（旅館業等の関係者
からのヒアリング、法学の観
点からの確認作業等を含む）

①を踏まえた研修ツール案の
作成（旅館業等の関係者から
のヒアリング、感染症患者等
からのヒアリング、法学の観
点からの内容確認等を含む）
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新型コロナウイルス感染症を念頭に置き、特定感

染症の国内発生時（又はその可能性が相当程度高

まった時点）に示すことが想定される具体的な衛

生管理上の対応策を検討するとともに、それらを

前提とした旅館業法の施設における特定感染症の

まん延の防止に必要な対策を適切に講ずるための

研修ツール案を作成し、感染防止対策を担う人材

育成の支援に貢献することを目指す。作成に際し

て、利用者が不当な差別を受けないこと、働く者

が安心して働ける場であることを含む等、社会情

勢を鑑みつつ、他の制度や施策、関係者の取組み、

法的な課題も含めて検討を深めることを目指す。

興行場法の施設では、衛生管理等の状況の実態調

査を行い、実際の衛生管理上の問題点を把握し、

技術的助言等の見直しに資する科学的根拠の構築

を目指す。 

 

B．研究方法 
本研究班「旅館業法及び興行場法の施設におけ

る感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための

研究」は、求められる成果①～③に対応して、３つ

の研究部会（①旅館業法施設の特定感染症発生時

の衛生管理対策、②旅館業法施設に向けた研修ツ

ール、③興行場法施設の実態と課題）から構成さ

れる。これら一連の研究成果を通じて感染防止対

策等を含む衛生管理基準の策定に資する科学的根

拠と情報整備を行う。本年度は、B1、B2、B3 を

実施した。具体的な研究計画及び方法を以下に示

す。 

（倫理面への配慮） 

 本研究の調査は施設管理者の許可のもとで実施

し、ヒアリングは維持管理に関する運用情報（運

転時間、管理方法等）に限定した。氏名等の個人情

報は取得せず、結果は個人が特定されない形で集

計・記載した。環境測定は設備・空間条件の把握を

目的として実施し、人体への介入や健康情報の取

得を伴わない。以上より、本研究は倫理審査の対

象外であり、倫理審査は不要と判断した。 

 

B1. 旅館業法施設の特定感染症発生時の衛生管理

対策【R6】（林、石黒、黒須、奥村、柳、島﨑、戸

次、開原） 

 特定感染症の国内発生に際して、旅館・ホテル

等で求められる衛生管理対策の検討に資するため、

令和 6 年度に整理した対策エビデンスの更新を行

うとともに、COVID-19 パンデミック時に運営さ

れた宿泊療養施設における運営体制、ゾーニング、

健康観察、消毒及び廃棄物管理等に関する資料を

収集し、実際の運用事例として整理した。さらに、

旅館業施設における換気対策の資料作成に向け、

施設の実態把握を踏まえた換気設備別の課題の整

理及び対策の検討を行った。 

また、宿泊施設 1 施設を対象として、空気中の

揮発性有機化合物等の実態把握を目的とした調査

を実施した。空気試料を採取し、加熱脱着－ガス

クロマトグラフ質量分析計（TD-GC/MS）及び異

臭分析システムを用いて分析を行い、施設内の空

気環境の評価を行った。 

 

B2. 旅館業法施設における特定感染症まん延防止

の研修ツール【R7】（石黒、黒須、林、奥村、柳、

島﨑、戸次、三浦、開原） 

「B1. 旅館業法施設の特定感染症発生時の衛生

管理対策」を踏まえて、特定感染症のまん延防止

に必要な対策を効果的に研修するための研修ツー

ル案の作成を行った。研修ツール案の作成に当た

っては、特定感染症の流行状況、感染経路及び宿

泊施設における対応場面を整理するとともに、健

康状態等確認票、感染防止対策の実施手順、ゾー

ニング、換気対策等について検討した。また、

COVID-19 パンデミック時の対応事例や宿泊療養

施設の運営資料等を参考として、宿泊施設従事者

が実務上必要となる事項を整理した。作成に際し

ては、利用者が不当な差別を受けないこと、働く

者が安心して働ける場であることを含む等、社会

情勢を鑑みつつ、他の制度や施策、関係者の取組

み及び法的な課題も含めて検討した。 
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B3. 興行場法施設の実態と課題【R6-R7】（林、柳、

島﨑、戸次、開原） 

B3.1 映画館観覧場における温熱環境及び微生物

環境の実態調査 

（１）調査 A 及び調査 B の対象施設 

令和 7 年度は、令和 6 年度に実施した 2024 年

夏期調査及び 2025 年冬期調査の結果を踏まえ、

継続的な把握が必要と考えられた中規模映画館1

施設を対象として、2025 年夏期に追跡調査を実

施した。調査 A（詳細調査）及び調査 B（2 週間

の連続測定）は、当該施設を対象として実施した。 

（２）調査 A（詳細調査） 

施設内観覧場において、通常の上映中に、温度

及び相対湿度、二酸化炭素濃度（ HOBO 

MX1102A）並びに浮遊粒子濃度（パーティクル

カウンタ：日本カノマックス株式会社製 Model 

3889）を 1 分間隔で連続的に測定した。測定機器

は座席の肘掛けに固定し、観覧場前方及び後方の

2 地点に設置した。浮遊粒子濃度は、粒径 0.3、

0.5、1.0、3.0、5.0 及び 10.0 μm を対象として

測定した。 

また、観覧場内の微生物環境を把握するため、

落下細菌・真菌、付着細菌・真菌及び浮遊細菌・

真菌の測定を行った。落下細菌及び落下真菌は、

観覧場前方及び後方に培地を設置し、上映開始時

から 1 時間ばく露した。付着細菌及び付着真菌は、

上映終了後に座席下床面から採取した試料を培

養して評価した。浮遊細菌及び浮遊真菌は、上映

終了直後に観覧場前方及び後方においてエアサ

ンプリングを行い評価した。 

調査は通常営業中の上映回を対象として実施

し、2025 年 8 月に施設 J の追跡調査を行った。 

（３）調査 B（2 週間の連続測定） 

施設内観覧場において、通常営業時の約 2 週間、

温度、相対湿度及び二酸化炭素濃度（HOBO 

MX1102A を 1 台使用）を 1 分間隔で連続的に測

定した。機器の設置場所は観覧場の排気側とした。 

調査は、令和 6 年度に実施した夏期及び冬期調

査の結果を踏まえ、施設 J を対象として 2025 年

8 月に追跡調査を実施した。 

B3.2. 映画館における衛生器具利用実態調査 

映画館における衛生器具の利用実態を把握する

ため、2025 年夏期に都内の映画館 2 施設を対象と

して現場調査を実施した。調査は人気作品上映期

間中の休日に実施し、女子便所における行列の発

生状況、利用者数及び施設内の混雑状況について

目視により確認した。また、女子便所については

出入口において利用者数を把握した。 

さらに、上映スケジュール及び観覧場定員を用

いて施設内人数の推定を行った。上映開始時刻前

後 10 分間については当該観覧場の定員数が施設

内に存在すると仮定し、観覧場以外の施設内人数

及び総定員に対する割合を算出した。 

B3.3. 興行場における便所設置基準の運用実態調

査 

興行場における便所設置基準の実態及び運用

状況を把握するため、全国の自治体を対象として

アンケート調査を実施した。調査対象は、都道府

県、保健所設置市及び特別区の計 157 自治体とし

た。 

興行場法第 2 条、第 3 条関係基準条例準則 1）

では便所設置基準が示されているが、各自治体は

地域の実情等を踏まえて独自に基準を定めるこ

とができる。このため、調査内容は、便所設置基

準の内容、基準を採用している理由、基準を規定

していない理由、基準の緩和規定及びその運用状

況並びに基準改正の経緯等とした。自由記述につ

いては、同趣旨の回答を分類・整理した上で集計

を行った。 

 

C．研究結果及び考察 

C1. 旅館業法施設の特定感染症発生時の衛生管理

対策 

C1.1. 対策エビデンスの収集・整理 

 特定感染症の国内発生時における旅館業法施設

の衛生管理対策の検討に資するため、令和 6 年度
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に整理した対策エビデンスの更新を行った。国内

外の文献、関係省庁及び関係団体等の資料を収集

するとともに、COVID-19 パンデミック時に運営

された宿泊療養施設及び検疫施設における運用事

例等について整理した。 

宿泊施設における換気対策については、客室の

空調換気設備の実態及び気流の性状に関する検討

を行った。その結果、感染者が滞在する客室にお

いては、換気設備の構成や運用方法によって室内

外の圧力関係や空気の流れが変化し、ドアの開閉

や窓開放の条件によっては、エアロゾルが廊下側

へ流出する可能性があることが示された。また、

空気清浄機の活用や適切な換気運用が感染リスク

低減に有効であることが示された。 

検疫施設を対象とした調査では、隔離対象者が

滞在する客室及び共用部におけるバイオエアロゾ

ルの挙動を評価した。その結果、換気設備の運転

状況や窓開放条件によって空気中粒子の分布が変

化することが確認され、施設の換気方式や運用状

況を踏まえた感染対策の重要性が示された。 

さらに、宿泊施設における衛生環境の実態把握

のため、空気中の揮発性有機化合物等に関する調

査を実施した。その結果、施設内の空気質に関す

る基礎的知見が得られ、感染症対策のみならず、

宿泊施設における衛生環境管理に資する情報が得

られた。 

これらの結果から、旅館業法施設における感染

症対策においては、感染者対応時の運用体制の整

備に加え、換気設備の特性及び空気環境の実態を

踏まえた対策を講じることが重要であることが示

された。 

C1.2. COVID-19 パンデミック時の対策の実態調

査と課題の整理 

COVID-19 パンデミック時における宿泊施設の

感染対策の実態を把握するため、宿泊療養施設及

び検疫施設における運営資料、感染対策資料及び

現場対応資料を収集し、実際の運用事例について

整理した。 

宿泊療養施設では、感染者とスタッフとの接触

を最小限とするため、施設内を感染者が利用する

区域とスタッフが利用する区域に区分するゾーニ

ングが実施されていた。また、専用出入口や専用

エレベーターの設定、動線の分離等により、感染

者とスタッフ又は一般利用者との接触機会を低減

する運用が行われていた。 

運営体制については、施設運営、健康観察、生活

支援、警備等の役割を分担した組織体制が構築さ

れており、宿泊施設単独ではなく、行政、医療関係

者及び関係事業者が連携して運営されていたこと

が確認された。また、宿泊者の健康観察について

は、体温や呼吸器症状等の確認を継続的に実施し、

健康状態の変化を早期に把握する体制が整備され

ていた。 

客室の清掃及び消毒については、感染者退所後

の消毒手順、リネン類の取扱い及び廃棄物管理方

法が詳細に定められていた。さらに、個人防護具

（PPE）の着脱手順や手指衛生等についても標準

化されており、運営スタッフに対する教育及び訓

練が実施されていた。 

健康状態等確認方法については、宿泊療養施設

の運用経験及び宿泊施設における既存の衛生管理

体制を踏まえ、発熱、呼吸器症状その他の体調変

化を確認するための項目を整理した。また、宿泊

者及び従業員を対象とした健康状態確認の考え方

を整理し、特定感染症発生時に活用可能な確認様

式及び運用方法について検討した。 

これらの結果から、特定感染症発生時の旅館業

法施設における感染対策では、換気や消毒等の個

別対策のみならず、ゾーニング、動線管理、健康観

察、組織体制及び教育訓練を含めた総合的な運営

体制の構築が重要であることが示された。 

C1.3. 特定感染症のフェーズに応じた対策案の具

体化 

令和 6 年度に整理した知見及び令和 7 年度に収

集した運用事例等を踏まえ、旅館業法施設におい

て特定感染症が発生した場合に講ずべき対策につ
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いて検討した。 

まず、平時における備え、特定感染症の国内発

生時（又はその可能性が相当程度高まった時点）

における対応及び発熱又は呼吸器症状を有する者

が確認された場合の対応について整理した。平時

においては、連絡体制の整備、感染症対応マニュ

アル及び事業継続計画（BCP）の確認、換気設備

の把握、必要な資機材の備蓄並びに従業員教育等

を重要な事項として整理した。 

特定感染症の国内発生時（又はその可能性が相

当程度高まった時点）には、国内外の感染状況に

関する情報収集を行うとともに、従業員及び宿泊

者の健康状態の確認を強化し、施設内における感

染症対応体制の確認及び必要な準備を進めること

を必要な対応として整理した。また、発熱又は呼

吸器症状を有する者が確認された場合に備え、ゾ

ーニング及び動線管理の方法、個人防護具（PPE）

の使用方法、関係機関との連絡体制並びに対応手

順等について、事前に確認しておくべき事項とし

て整理した。 

発熱又は呼吸器症状を有する者が確認された場

合には、必要に応じて医療機関等へ相談するとと

もに、接触機会の低減、適切な換気の実施、清掃及

び消毒の強化等を行うことを重要な対応として整

理した。また、感染者又は感染が疑われる者が発

生した場合には、施設の実情に応じてゾーニング

及び動線管理を実施し、他の宿泊者及び従業員へ

の影響を最小限とすることが求められることを整

理した。 

さらに、宿泊者及び従業員の健康状態等確認方

法について整理するとともに、発熱又は呼吸器症

状等の確認項目、確認時の留意事項及び対応フロ

ーについて検討した。加えて、利用者のプライバ

シーに配慮するとともに、感染症を理由とした不

当な差別及び偏見を生じさせないこと並びに従業

員が安心して業務を継続できる環境整備について

も検討した。 

これらの検討結果を踏まえ、旅館業法施設にお

いて特定感染症が発生した場合に活用可能な対策

案を作成した。 

 

C2．旅館業法施設における特定感染症まん延防止

の研修ツール 

C2.1 健康状態等確認方法の検討 

特定感染症発生時において、宿泊者及び従業員

の健康状態の変化を早期に把握し、適切な対応に

つなげるため、健康状態等確認方法について検討

した。 

検討に当たっては、COVID-19 パンデミック時

に運営された宿泊療養施設における健康観察の実

施方法及び旅館業施設における既存の衛生管理体

制を参考とした。その結果、発熱、咳、咽頭痛等の

呼吸器症状をはじめとする体調変化を継続的に確

認することが重要であることが確認された。 

また、宿泊者及び従業員それぞれについて、確

認すべき健康状態の項目、確認頻度及び異常が認

められた場合の対応について整理した。あわせて、

健康状態の確認結果を適切に記録し、必要に応じ

て医療機関や行政機関との連携につなげるための

運用方法について検討した。 

さらに、健康状態の確認に当たっては、利用者

のプライバシーに十分配慮するとともに、感染症

を理由とした不当な差別や偏見を生じさせないこ

とが重要であることから、そのような観点を踏ま

えた運用上の留意事項についても整理した。 

これらの検討結果を踏まえ、旅館業法施設にお

いて特定感染症発生時に活用可能な健康状態等確

認票及び運用方法を作成した。 

C2.2 研修ツール案の作成 

C1 における文献調査、宿泊療養施設等の運用実

態調査、換気及びエアロゾルに関する知見の整理

並びに健康状態等確認方法の検討結果を踏まえ、

旅館業法施設において特定感染症発生時の感染対

策を担う人材育成を支援するための研修ツール案

を作成した。 

研修ツール案では、特定感染症の基本的な考え
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方及び感染経路に関する基礎知識に加え、発熱又

は呼吸器症状を有する宿泊者への対応を中心とし

て、宿泊施設において求められる感染防止対策に

ついて体系的に整理した。具体的には、感染症に

関する基礎知識、標準予防策、手指衛生、個人防護

具（PPE）の適切な使用方法、健康状態の確認方

法、ゾーニング及び動線管理、換気対策、有症状者

発生時の対応、清掃及び消毒、リネン類及び廃棄

物の取扱い等を対象とした。 

研修ツールの作成に当たっては、発熱又は呼吸

器症状を有する宿泊者への対応を中心に整理した。

これは、特定感染症の多くが呼吸器感染症として

発生する可能性があることに加え、宿泊施設では

診断が確定する前の段階の利用者に対応すること

が多く、病名ではなく症状に着目した初期対応が

重要であるためである。COVID-19 パンデミック

時においても、発熱や咳等の呼吸器症状を契機と

して健康観察、受診調整、動線管理等の対応が行

われていた。さらに、本研究で整理した換気対策、

エアロゾル感染対策、個人防護具の使用及びゾー

ニング等の多くは呼吸器感染症対策と密接に関連

していることから、宿泊施設における実務を踏ま

え、発熱又は呼吸器症状を有する宿泊者への対応

を軸として研修内容を構成した。 

また、COVID-19 パンデミック時に運営された

宿泊療養施設及び検疫施設における運用経験を踏

まえ、感染者対応時の組織体制、関係機関との連

携、施設内の情報共有、宿泊者対応等についても

整理した。これにより、単なる感染対策の知識習

得にとどまらず、施設運営の視点から特定感染症

発生時の対応を理解できる内容とした。 

健康状態等確認方法については、宿泊者及び従

業員の健康状態を継続的に把握するための確認項

目や記録様式を整理するとともに、体調不良者が

確認された場合の対応フローについても取りまと

めた。加えて、感染症を理由とした不当な差別や

偏見を生じさせないこと、従業員が安心して業務

を継続できる環境を確保すること等についても研

修内容に反映した。 

換気及びエアロゾル感染対策については、空気

の流れや換気設備の特性によって感染リスクが変

化することを理解できるよう、エアロゾル拡散の

可視化資料を作成した。客室内で発生したエアロ

ゾルがドアの開閉や換気条件によってどのように

移動するかを視覚的に理解できる内容とし、換気

設備の運用方法や空気清浄機の活用等について実

践的に学習できる構成とした。 

さらに、研修ツール案は平時からの教育及び訓

練にも活用できるよう構成し、感染症発生時に必

要な対応を事前に理解するとともに、施設ごとの

実情に応じた感染対策の検討に活用できるものと

した。あわせて、健康状態等確認票、チェックリス

ト、対応記録様式等の参考資料を整備し、研修教

材としてだけでなく、施設における日常の衛生管

理及び感染症対応時の実務支援ツールとしても活

用できる構成とした。加えて、エアロゾル拡散の

可視化資料については、動画教材として活用する

ことも視野に入れ、今後の研修への応用可能性に

ついて検討した。 

以上のように、本研究では、特定感染症発生時

における感染対策に関する知見に加え、宿泊施設

における衛生環境管理に関する知見を整理すると

ともに、それらを現場で活用可能な形に取りまと

めた研修ツール案を作成した。 

 

C3．興行場法施設の実態と課題 

C3.1. 映画館観覧場における温熱環境及び微生物

環境の実態調査 

 令和6年度に実施した2024年夏期調査及び2025

年冬期調査の結果を踏まえ、継続的な把握が必要

と考えられた中規模映画館 1 施設を対象として、

2025 年夏期に追跡調査を実施した。調査では、上

映中の観覧場内において温度、相対湿度、二酸化

炭素濃度及び浮遊粒子濃度を測定するとともに、

落下細菌・真菌、付着細菌・真菌及び浮遊細菌・真

菌について調査を行った。 
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観覧場前方及び後方における温度、相対湿度及

び二酸化炭素濃度には大きな差は認められず、上

映中の観覧場内において空気環境に著しい偏りは

生じていなかった。また、2024 年夏期及び 2025 年

冬期の調査結果と比較しても、温度、相対湿度及

び二酸化炭素濃度の挙動に大きな変化は認められ

なかった。 

2 週間の連続測定では、温度は概ね安定して推

移していた。また、二酸化炭素濃度は混雑した上

映回において上昇する傾向がみられたものの、全

体としては概ね基準の範囲内で推移していた。こ

のことから、満席に近い利用状況においても、換

気は概ね機能していたものと考えられた。一方、

相対湿度は比較的高い状態で推移していた。当該

施設では外気を導入する運用が行われていること

から、外気条件の影響を受けていたものと考えら

れた。 

 浮遊粒子濃度については、2025 年夏期調査にお

いて 2024 年夏期調査より高い値を示す傾向がみ

られた。今回の調査では観覧客数の多い上映回が

含まれていたことから、利用者数の違いが浮遊粒

子濃度に影響した可能性が考えられた。 

 微生物調査では、落下細菌・真菌、付着細菌・真

菌及び浮遊細菌・真菌について評価を行った。そ

の結果、観覧場内の微生物環境に著しい異常は認

められず、過年度調査と比較しても大きな変化は

認められなかった。 

以上の結果から、調査対象施設における観覧場

内の空気環境は概ね安定して維持されており、利

用者数の増加に伴う二酸化炭素濃度及び浮遊粒子

濃度の変動は認められたものの、全体として良好

な環境が維持されていたことが示された。 

C3.2. 映画館における衛生器具利用実態調査 

映画館における衛生器具の利用実態を把握する

ため、都内の映画館 2 施設を対象として現場調査

を実施した。調査は人気作品上映期間中の休日に

実施し、女子便所における行列の発生状況、利用

者数及び施設内の混雑状況について確認した。ま

た、上映スケジュール及び観覧場定員を用いて施

設内人数を推定し、上映時間帯ごとの利用状況に

ついて検討した。 

その結果、映画館における便所利用は上映終了

時刻付近に集中する傾向が認められた。特に女子

便所では、上映終了後の短時間に利用者が集中し、

一時的な行列が発生する状況が確認された。一方

で、行列は次の上映回までに概ね解消されており、

長時間にわたり混雑が継続する状況は確認されな

かった。 

また、施設内人数の推定結果から、映画館では

上映時間帯によって利用者数が大きく変動するも

のの、上映スケジュールの設定により利用者の滞

在が分散される状況が確認された。このことから、

便所利用は上映終了時に集中する特徴を有する一

方で、施設運営により一定程度調整されているも

のと考えられた。 

さらに、調査対象施設では人気作品の上映によ

り高い利用率で運営されていたものの、調査の範

囲では衛生器具数の不足が明確な問題となってい

る状況は確認されなかった。 

以上の結果から、映画館における便所利用は短

時間に集中する特徴を有するものの、上映スケジ

ュール等の運営上の工夫により利用者が一定程度

分散されており、調査対象施設では衛生器具数の

不足が顕在化していないことが示された。 

C3.3. 興行場における便所設置基準の運用実態調

査 

興行場における便所設置基準の実態及び運用状

況を把握するため、全国の自治体を対象としてア

ンケート調査を実施した。興行場法第 2 条、第 3

条関係基準条例準則 1）では便所設置基準が示され

ているが、各自治体は地域の実情等を踏まえて独

自に基準を定めることができる。このため、本調

査では、各自治体が採用している便所設置基準の

内容に加え、準則との違い、その理由、基準を規定

していない理由、緩和規定の運用状況及び基準改

正の経緯等について調査した。 
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その結果、準則と同様の考え方を採用している

自治体がみられた一方で、独自の基準を設けてい

る自治体も多く確認された。便器数の算定に当た

っては、観覧室の床面積よりも入場者数や定員を

基礎とする考え方を採用している自治体が多くみ

られた。また、男女別利用者数や利用実態を考慮

して基準を設定している事例も広く確認された。 

準則と異なる基準を採用している理由としては、

利用人数をより適切に反映できることや、男女別

利用実態を考慮できること等が挙げられた。一方、

具体的な数値基準を規定していない自治体におい

ても、準則を参考として運用している事例が確認

された。 

緩和規定及びその運用状況については、多くの

自治体において施設の利用実態や構造条件等を考

慮した運用が行われていた。準則においても、衛

生器具数の基準には緩和規定が設けられているほ

か、運用上の調整が可能とされていることから、

その取扱いや考え方についても調査した。その結

果、自治体ごとに運用方法に違いはみられるもの

の、多くの自治体において施設の実態を踏まえた

判断が行われていることが確認された。 

各自治体の改正経緯を整理した結果、近年では

男女同数を前提とした基準の見直しや、男女別利

用者数及び利用時間等を考慮した基準への改正が

確認された。また、シネマコンプレックス等の新

たな興行場形態への対応を背景とした改正もみら

れた。このことから、便所設置基準は社会環境や

興行場の利用実態の変化に応じて見直されてきた

ことが示された。 

以上の結果から、興行場における便所設置基準

については、準則を参考としつつも、各自治体が

地域の実情や施設の特性を踏まえて基準を設定し、

運用している実態が確認された。また、便器数の

算定に当たっては、床面積のみではなく、入場者

数や定員、利用実態等を重視する考え方が広く採

用されていることが確認された。 

 

D．結論 

令和 7 年度の研究により、以下の知見が得られ

た。 

旅館業法施設の特定感染症発生時の衛生管理対

策については、令和 6 年度に整理した対策エビデ

ンスの更新を行うとともに、COVID-19 パンデミ

ック時に運営された宿泊療養施設及び検疫施設に

おける運営資料、感染対策資料及び現場対応資料

を収集し、実際の運用事例を整理した。その結果、

特定感染症発生時の感染対策では、換気や消毒等

の個別対策のみならず、ゾーニング、動線管理、健

康観察、組織体制及び教育訓練を含めた総合的な

運営体制の構築が重要であることが示された。ま

た、客室及び共用部におけるエアロゾル挙動の検

討を通じて、換気設備の特性や運用方法を踏まえ

た感染対策の重要性が確認された。さらに、宿泊

施設における空気中の揮発性有機化合物等の調査

を実施し、感染症対策に加えて衛生環境管理に資

する基礎的知見を得た。 

旅館業法施設における特定感染症まん延防止の

研修ツールについては、宿泊療養施設等の運用経

験及び既存の衛生管理体制を踏まえ、健康状態等

確認方法を整理するとともに、特定感染症発生時

の感染対策を担う人材育成を支援するための研修

ツール案を作成した。研修ツール案では、感染症

に関する基礎知識、標準予防策、個人防護具の使

用方法、健康状態の確認方法、ゾーニング、換気対

策、有症状者発生時の対応、清掃及び消毒等につ

いて体系的に整理した。特に、発熱又は呼吸器症

状を有する宿泊者への対応を軸として構成し、宿

泊施設において診断確定前の段階から実施可能な

感染対策を実務的な観点から取りまとめた。また、

健康状態等確認票、チェックリスト及び対応記録

様式等を整備し、研修教材としてだけでなく、施

設における実務支援ツールとしても活用可能な内

容とした。 

興行場法施設の実態調査では、令和 6 年度調査

の結果を踏まえ、中規模映画館 1 施設を対象とし
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た追跡調査を実施した。温度、相対湿度、二酸化炭

素濃度、浮遊粒子濃度及び微生物環境について調

査した結果、観覧場内の空気環境は概ね良好に維

持されており、利用者数の増加に伴う変動は認め

られたものの、全体として安定した環境が維持さ

れていた。また、映画館における衛生器具利用実

態調査では、便所利用が上映終了時に集中する特

徴を有する一方で、上映スケジュール等の運営上

の工夫により利用者が一定程度分散されているこ

とが確認された。 

さらに、全国自治体を対象としたアンケート調

査により、興行場における便所設置基準の実態及

び運用状況を整理した。その結果、準則を参考と

しつつも、各自治体が地域の実情や施設の特性を

踏まえて基準を設定し、運用している実態が確認

された。また、便器数の算定に当たっては、床面積

のみではなく、入場者数や定員、利用実態等を重

視する考え方が広く採用されていることが確認さ

れた。 

以上より、本研究では、旅館業法施設における

特定感染症発生時の衛生管理対策及び人材育成に

資する研修ツール案を作成するとともに、興行場

法施設における衛生環境及び便所設置基準の実態

に関する知見を蓄積した。これらの成果は、旅館

業法及び興行場法の施設における感染防止対策等

を含む衛生管理の推進並びに今後の技術的助言等

の検討に資する基礎資料となることが期待される。 
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気環境の維持・管理に関する研究 （第 3 報）

換気条 件および病室扉の開閉による感染リ

スク評価、空気調和・衛生工学会大会学術講演

会論文集. 2025． 

13) 長倉竜也，倉本朗，金野知哉，木田秀幸，太田

秀一，渡邊洋平，掛水和彦，目黒順一，開原典

子，本間義規，菊田弘輝，林基哉：全室個室で

発生した COVID-19 集団感染病棟における空

調換気性能とエアロゾル拡散に関する検討、第

46 回札幌市病院学会. 2026.2.7 

14) 林基哉：“空気を介した感染”と病院設備の備

え―ポスト COVID-19 時代の設計・運用を考

える ポスト COVID-19 の医療施設に求めら

れる空調換気性能、第５４回 日本医療福祉設

備学会. 2025 年 11 月 29 日 

15) 林基哉，石黒信久，開原典子，島﨑大，戸次加

奈江，柳宇，黒須一見：旅館業法及び興行場法

の施設の感染拡大防止対策に関する調査研究 

その 2 COVID-19 を踏まえた宿泊施設の換

気対策、第 84 回日本公衆衛生学会総会 . 

2025.10 

16) Ryo Asaoka1, Wataru Umishio, Naoki Kagi, 

Motoya Hayashi, Takao Sawachi4, and 

Takahiro Ueno: Relationship of perceived 

indoor environmental control and worker 

satisfaction. Findings from field 

measurements in 22 offices in Japan, 

Sustainable Built Environment Conference 

2025 in Tokyo. 2025.12. 

17) 林基哉：医療施設における感染リスクと空調

換気 医療施設におけるエアロゾル感染と空

調換気対策、第 40 回日本環境感染学会総会・

学術集会. 2025.7.12 

18) 林基哉：2025 年日本臨床環境医学会学術集会

シンポジウム 高齢者施設感染症対策の現状

と課題 呼吸器感染症に備える空調換気対策、

日本臨床環境医学会学術集会. 2025.6.21 

19) 林基哉：シンポジウム ポスト COVID-19 の

医療福祉施設における建築物衛生法の遵守 

ポスト COVID-19 の医療福祉施設における建

築物衛生法の遵守、第 95 回 日本衛生学会学

術総会. 2025.3.21 

 



- 13 - 

F．健康危険情報 

 なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 

 

＜参考文献＞ 

1) 興行場法第２条、 第３条関係基準条例準則, 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-

Seisakujouhou-11130500-

Shokuhinanzenbu/0000126004.pdf 

(accessed 2026.3.25) 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究 

旅館の施設における特定感染症まん延防止の研修ツール作成 

健康状態等確認方法の検討 

研究分担者  黒須 一見  国立健康危機管理研究機構 国立感染症研究所 薬剤耐性研究センター 

主任研究員 

研究代表者  開原 典子  国立保健医療科学院 建築・施設管理研究部  上席主任研究官 

 

研究要旨 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行時に、SARS-CoV-2 陽性者の宿泊療養を受け入れて

いた旅館業等の関係者を対象として、当時実施されていた感染対策及び宿泊者・従業員に対する健康

観察の運用状況についてヒアリング調査を実施した。その結果、健康観察は COVID-19 流行以前よ

り、食中毒やノロウイルス感染症等を想定した体調確認項目を用いて実施されており、2023 年 5 月

の COVID-19 の五類感染症移行後においても、継続的に実施・記録されていたことが確認された。 

また、各施設で運用されていた COVID-19 対応マニュアル、事業継続計画（Business Continuity 

Planning: BCP）及び健康観察確認表は、特定感染症発生時においても活用可能な内容を含んでいた。

これらを参考に、特定感染症発生時を想定した健康状態確認項目の検討を行い、健康状態等確認表を

作成した。 

A．研究目的 

 新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-

19）流行期に帰国者/渡航者の受入れを実施した

旅館業等の関係者へ受入れ時の課題、工夫点、健

康観察を含む感染対策等に関する情報収集および

施設見学を行い、健康状態等の確認様式と健康状

態等の確認内容の検討を行う。 

 

B．研究方法 

旅館業等の関係者へのヒアリングおよび施設見学 

 全国旅館生活衛生同業組合連合会（全旅連）及

び、千葉県旅館ホテル生活衛生同業組合等の関連

団体協力の下、旅館業等の関係者からのヒアリン

グおよび施設見学を行う。COVID-19 対応のマニ

ュアルや健康観察確認表、事業継続計画

（Business Continuity Planning: BCP）等の記

録物を確認する。 

C．研究結果 

2025 年 8 月に国際空港付近の施設 A を訪問

し、関係者へのヒアリング調査を実施した。ヒア

リングや施設見学から得た情報について、C-1 か

ら C-7 に整理し記述する。 

C1．施設概要 

2020 年 9 月～2023 年 7 月末まで国際空港か

らの帰国者/渡航者の待機施設、SARS-CoV-2 陽

性で軽症者の療養施設として対応していた。施設

内はグリーンゾーン（検疫所職員により構成され

た対策本部職員や宿泊施設職員が滞在する空間）

とレッドゾーン（海外からの帰国あるいは渡航後

の待機宿泊客）を階で明確に分けていた（図１）。 

C2．マニュアルの作成 

COVID-19 対応のマニュアルは、全旅連でも作

成していたが、施設職員自らで情報収集を行って

自施設向けに作成した。情報源としては、厚生労
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働省のガイドライン等、近隣の同業者との情報交

換、旅館業組合の通知、宿泊施設が所属する組合

の資料等が挙げられた。政府関係者の訪問時など

に適宜マニュアル内容に関して相談していた。対

策本部職員がレッドゾーンへ立入る際の業務内

容と使用する個人防護具、ホテル従業員と対策本

部職員との連携方法を明確にし、退室後の客室の

清掃方法等も手順を作成し準拠した。食中毒発生

（ノロウイルス対応も含む）対応や震災対応の

BCP を作成していたため、これらを参考に

COVID-19 対応の BCP も作成した。 

C3．従業員への研修 

検疫所職員が常駐しており、2020 年 9 月の客

受け入れ前に宿泊施設従業員に個人防護具の着

脱（演習を含む）、廃棄物取り扱い等の研修を実

施した。なお、COVID-19 対応以外の防災や地震

訓練は、平時と同様に実施していた。 

C4．物品の備蓄と管理 

個人防護具の備蓄は、不織布マスクと手袋が約

1000 枚、そのほかガウンや眼の防護具等 300 枚

ほど備蓄していた（1 か月分に相当）。2020 年 3

月頃は一時的に不織布マスクが入手困難となっ

たが、その後は十分に確保でき、不足となる事態

はなかった。 

C5．健康観察方法と記録 

客：チェックイン時に非接触型の体温計を使用

した検温、アルコール手指消毒を実施した。この

対応は五類感染症移行となる 2023 年 5 月まで実

施していた。客の記録は特に実施していなかった。

従業員：健康観察記録は、もともと食中毒対応等

で使用していた記録用紙を参考に作成した。 

出勤前は自宅にて検温し、体調不良時は出勤せ

ず、上司に連絡し休みとしていた。出勤時はバッ

クヤードのタイムカード設置場所に設置した非

接触体温計で検温を行っていた。出勤後の体調不

良時には上司に報告し、速やかに帰宅させていた。

ホテル従業員は責任感が強く、多少の体調不良で

も勤務してしまうことから、軽い体調不良でも申

告するよう働きかけた。観察結果は所定の記録用

紙に自身で記入し、調査時点も継続して記録され

ていた。 

C6．客室内清掃 

客の退室当日は立ち入らず、退室翌日以降に客

室清掃等を実施としていた。待機客の退室後清掃

は、施設従業員は実施せず、県のペストコントロ

ール協会に依頼していた。 

C7．使用後のリネンおよび廃棄物の管理 

客に使用したリネンは廃棄としており、ペール

缶に入れ、産業廃棄物業者に引き渡していた。 

 

D．考察 

新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19）

の水際対策の強化として日本政府は、2020 年 4

月 3 日午前０時以降、世界のすべての国と地域か

ら入国する人に対し２週間の自宅等での待機を

要請し、73 の国と地域から帰国した人などにつ

いては、症状の有無にかかわらず全員をウイルス

検査の対象とした。SARS-CoV-2 陽性で軽症者の

場合は指定の宿泊療養施設で一定期間療養する

こととされた。今回訪問した宿泊施設 A は、政府

の依頼で COVID-19 発生当初は帰国者/渡航者の

受入れ、流行期に SARS-CoV-2 陽性で軽症者の

療養施設として対応していた。健康観察において

は、COVID-19 流行以前からノロウイルス感染症

や食中毒発生時に備え、日常的に従業員の健康観

察を実施し、COVID-19 流行期にも日常的に使用

していた記録用紙を活用して運用を行っていた

ことから、従業員に行動変容を促すものではなく、

混乱もなく実施されたと考えられる。ゾーニング

を含む施設の管理体制について、施設が自ら計

画・実施した感染対策により、宿泊施設内でのク

ラスターの発生はなく、従業員は安全に業務を遂

行できたと考えられた。 

諸外国での旅館業・宿泊施設等における職業感

染対策では、米国疾病予防対策センター

（Centers for Disease Control and Prevention：

CDC）の職業感染管理ガイドライン１）は医療従

事者を主対象としていたが、COVID-19 流行時に

は、医療での職業感染管理の概念として、ホテル

業従業員の健康観察についても、検温、症状確

認、曝露後報告等の推奨が導入された。

American Hotel & Lodging Association の Safe 
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Stay ガイドライン２）では、CDC ガイドラインに

基づき、従業員及び宿泊客の健康確認、職場健康

安全計画（Workplace Health & Safety Plan）、

有症状時の報告体制等の整備を求める記載がされ

ている。英国を中心とする欧州では、COVID-19

流行時に、ホテル業・飲食業や旅行業等の

hospitality sector に対する職業感染管理の推奨

が整備された。英国健康安全保障庁（UK Health 

Security Agency：UKHSA）の職場向け呼吸器

感染症対策ガイドライン３）では、職員の症状自

己確認、有症状時の報告、職場リスク評価が推奨

されている。また、英国安全衛生庁（Health 

and Safety Executive：HSE）の職場向けガイド

ライン４）では、health surveillance、worker 

protection、リスクアセスメントの重要性が示さ

れている。さらに、hospitality industry 向け実

務ガイド５）では、手指衛生、staff 

communication、感染対策、職員の安全等が具体

的に記載されている。COVID-19 流行時には 

managed quarantine hotel における感染リスク

評価文書６）において、ホテル従業員の感染対策

及び健康管理の重要性が強調された。日本国内で

は、COVID-19 流行時の宿泊施設向けガイドライ

ン７）において、出勤時の検温、症状確認、有症

状時の就業制限等が推奨されており、過去の厚生

労働科学研究８）では、宿泊施設の約 9 割が従業

員の健康観察を実施していたことが報告されてい

る。また、宿泊療養施設向けマニュアル９）で

は、ホテル従業員及び医療従事者に対する健康管

理、症状確認、感染予防策の継続的実施の重要性

が示されている。2023 年改正旅館業法関連資料

10）では、特定感染症発生時の健康状態確認及び

記録保持の必要性が示されている。旅館業・宿泊

施設での特定感染症発生時の感染拡大防止対策と

しても従業員の健康観察及び記録管理は重要と考

える。 

健康観察方法としては、積極的健康観察

（active monitoring）と自己健康観察（self-

reporting）の 2 つの手法があげられる。一般的

には、積極的健康観察とは、感染症曝露後に感染

対策担当部門等が定期的に対象者へ連絡又は確認

を行い、発熱、呼吸器症状、発疹等の有無を継続

的に把握する管理方法であり、自己健康観察は、

対象者本人が自身で健康状態を確認し、症状出現

時に報告する方法を指す。これらを旅館業・宿泊

施設において取り入れる場合、感染症流行の有無

にかかわらず、日常より従業員の自己健康観察に

よる報告および記録を行い（図２）、特定感染症

発生時には積極的健康観察（図３）も追加するこ

とも一案である。 

図４に従業員の健康確認表の例を示した。従業

員の健康確認表では、検温結果、症状の有無、対

応の有無を記載し、症状や対応の詳細は備考欄に

記載する等、シンプルかつ必要項目が記載される

ことがのぞまれる。COVID-19 流行期には宿泊客

の健康確認も実施されていたが、記録はされてい

なかった。COVID-19 のような感染症流行時には 

宿泊客も図５に示したような簡易的な記録を行う

ことで、感染症疑い例への探知や対応が迅速に実

践できる可能性がある。今回の調査施設以外に、

国際空港近隣地域で 2020 年 7 月以降に待機帰国

者施設の受け入れをしていた宿泊施設 B に対し

ても 2024 年 12 月にヒアリングを実施したが、

施設 A と同様に日常的に従業員への健康観察お

よび記録を行っており、調査時点でも継続されて

いた。いずれの施設も基本的には所定の記録用紙

に従業員が記載する方式であったが、医療機関等

では LINE 等のアプリを使用した報告形式も取り

入れていた。今後の健康観察入力方式として、

Web やアプリによるデジタル化が実装できると

簡略化やタイムリーな報告体制につながると考え

られる。 

 

E．結論 

新型コロナウイルス感染症流行時に帰国者/渡

航者の待機、あるいは SARS-CoV-2 陽性者の宿

泊療養を実施していた旅館業等の関係者に

COVID-19 発生当時の感染対策や客および従業

員の健康観察状況のヒアリングを実施した。当時

作成され、使用されたマニュアル、BCP や健康確

認表は特定感染症発生時にも活用できるもので

あり、これらを参考に健康状態等の確認内容の検
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討を行い、健康状態等確認用紙を作成した。これ

ら健康状態等確認用紙は、研修ツールにも資料と

して組み込み、従業員は日常的な健康観察ツール

として使用し、特定感染症発生時には客の健康管

理にも役立てることが可能となる。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

２．学会発表 

1） 黒須一見, 開原 典子. 新型コロナウイルス感

染症流行期の旅館業等での対応の実際．第 84

回日本公衆衛生学会総会．示説発表．静岡．

2025 年 10 月． 

2） 開原典子、林基哉、柳于、黒須一見、戸次加奈

江、島﨑大．旅館業法及び興行場法の施設の

感染拡大防止対策に関する調査研究 その 1

施設の実態と感染拡大予防策の検討．第 84 回

日本公衆衛生学会総会．示説発表．静岡．2025

年 10 月． 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

  なし 
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図１ 建物概要とゾーニング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 日常的な宿泊施設従業員の健康観察のフロー例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 特定感染症発生時の宿泊施設従業員向け健康観

察方法のフロー例 

 

 

以下の症状を出勤前、出勤時に毎回確認 

・発熱 ・嘔吐 ・下痢 ・腹痛 

・咽頭痛 ・咳 ・体調不良など 

↓ 

症状あり 

↓ 

上司へ報告（必要時、健康管理担当者部門へ連絡） 

↓勤務可否判断 

業務制限 （必要時医療機関へ受診） 

↓ 

症状消失 

↓ 

勤務再開判断 

特定感染症患者（疑い）が発生 

 

           ↓ 職員の曝露評価 

高リスク曝露あり 

↓ 

積極的健康観察（毎日観察） 

・検温 

 ・症状の有無 

・上司への報告 

・必要時就業制限 

症状あり                症状なし 

↓                 ↓ 

医療機関へ受診        勤務再開判断 
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図 ４  従 業 員 健 康 確 認 表 （ 例 ）  

 

 
図 ５  宿泊客健康確認表（例）  
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（健康安全・危機管理対策総合） 
分担研究報告書 

 
旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究 

COVID-19 を踏まえた宿泊施設の換気対策と検証 
 

研究分担者  林 基哉    北海道大学 大学院工学研究院        客員教授 

研究代表者  開原 典子   国立保健医療科学院 建築・施設管理研究部  上席主任研究官 

研究分担者  柳 宇     工学院大学 建築学部            教授 

研究分担者  戸次 加奈江  国立保健医療科学院 生活環境研究部     上席主任研究官 

 
 
研究要旨 
宿泊施設におけるエアロゾル感染対策の効果を検証するための基礎資料を得るために、トレーサー

として、CO2 及びエアロゾルを用いて、感染者が滞在する客室から廊下及び近隣の客室への拡散性状

を測定する方法を宿泊施設内で試行し以下の知見を得た。 
感染者が滞在する客室内では、ウイルスを含むエアロゾルが拡散し、換気量が少ない場合にはその

濃度が高くなる。従って、感染者が滞在する客室は、排気を十分に確保して陽圧にならないようにする

ことが基本である。外気が客室のファンコイルユニットを経由して供給される場合には、暖冷房に伴

って外気の供給量が増加し、陽圧になってしまう可能性がある。このような特性を踏まえて陽圧を防

止するための空調換気設備の運転制御が必要である。 
ドアを開放すると急速にエアロゾルが廊下に流出して拡散する。従って、ドア開放の回数及び時間

を最小限にすることが望ましい。また、空気清浄機（フィルタ）などによって、客室のエアロゾル濃度

を抑制することも必要である。感染者が滞在する客室の近傍の廊下などの空間では、特に、空気が停滞

する部分や排気口の近くなどの気流の風下になる空間では、エアロゾル濃度が高くなる可能性がある。

このような空間では、換気量増加や空気清浄機の利用が必要である。 
換気量の確保の手段として、窓の開放があるが、窓の開放は、空調換気設備の効果に不確定な影響を

与える可能性がある。外部風の圧力によって客室のエアロゾルが廊下に流出しやすくなる。また、排気

ダクトや給気ダクト内の空気の流れを減少させ、逆流させる可能性がある。これらの窓開放による影

響を踏まえて、急速な換気が必要となる緊急時の対応方法を検討する必要がある。 
エアロゾルの挙動と感染対策の効果は空調換気や温度差に影響される室内気流に左右されため、よ

り詳細な温度、気流、トレーサー濃度の測定で空間分布を把握し、CFD 解析による分析が必要である。 
 

A．研究目的 

COVID-19 パンデミックにおける浮遊飛沫（エ

アロゾル）による空気を介する伝播・感染（以下、

エアロゾル感染）に関する指摘を踏まえて、旅館

などの宿泊施設におけるエアロゾル感染を踏まえ

た換気対策を示すことが求められている。感染者

及び感染の疑いがある者が宿泊施設内に滞在する

場合、エアロゾル感染を想定することが必要であ

る。エアロゾル感染のリスクを抑制するためには、

空調換気設備の運転、空気清浄機の利用などの対

策（換気等の対策）を具体化する必要がある。 

昨年度は、宿泊施設のエアロゾル感染対策（客

室、食堂、ホール、浴室等の共用空間）、客室の換

気方式と陰圧性状、客室の換気効果に関する課題

と対応について、宿泊施設に関する既往の調査結

果、換気に関する基準等、本研究による宿泊施設

に対するヒアリング及び室内環境調査の結果を踏
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まえて整理し、エアロゾル感染対策の評価に向け

た課題と手法を検討し以下を示した。宿泊施設の

空調換気設備の実態を踏まえて、客室及び共用空

間におけるエアロゾル感染対策の可能性を検討し

た。特に、長時間滞在する客室の換気方式と陰圧

の性状を整理し、空調換気方式が多様であること

を踏まえ、換気効果に関する課題を明らかにし、

客室におけるエアロゾル感染対策の可能性を整理

した。また、換気性能の確認方法の整理を行った。

以上によって、宿泊施設の客室、フロア、棟、施設

全体におけるエアロゾル拡散性状が多様であるこ

とを示し、エアロゾル感染対策の課題と対策評価

の枠組みを示した。最後に、エアロゾル感染対策

の評価手法として、換気回路網計算を用いたエア

ロゾル濃度分布のシミュレーションの必要性を示

した。 

本年度は、宿泊施設におけるエアロゾル感染対

策の効果を検証するための基礎資料を得るために、

トレーサーとして、CO2及びエアロゾルを用いて、

感染者が滞在する客室から廊下及び近隣の客室へ

の拡散性状を測定する方法を宿泊施設内で試行し、

測定結果を用いた換気性状、エアロゾル拡散性状、

感染リスクの推定法に関する分析を行った。以上

によって、今後のシミュレーション等による対策

効果の検証に関するケーススタディーの有効性の

基礎データを取得した。 

 

B．研究方法 

感染者が客室に滞在する場合、その客室ではウ

イルスを含むエアロゾルの濃度が上昇し、廊下に

流出する可能性がある。客室の気圧が廊下よりも

高い場合（陽圧）には、ドアの隙間やアンダーカッ

ト等の開口部を介して、エアロゾルが定常的に廊

下に流出する。また、陽圧でない場合にも、客室及

び廊下の気流によって生じる隙間や開口部に働く

動圧によって、エアロゾルが廊下に流出する可能

性がある。 

宿泊施設では、客室への入室や退室、職員のサ

ービスの場面では、客室のドアが一時的に解放さ

れる。また、宿泊者が退室した後の清掃作業時に

はドアが解放状態になる場合が想定される。ドア

開放時には、客室と廊下の間の開口面積が大きく

なるため、客室と廊下の間で大きな相互換気が発

生する。ドア開放時には客室と廊下の気圧差がほ

とんどなくなるため、客室及び廊下の気流の影響

を受けやすくなるとともに、客室と廊下の温度差

による相互換気（温度差換気）が発生する。 

エアロゾル拡散による感染リスクを抑制するた

めには、客室の気圧やドア開放によって生じるエ

アロゾル拡散性状に関する知見が重要であり、感

染対策立案の基礎となる。本実験では夏期冷房時

に行われた。ドア閉鎖時とドア開放時の客室から

のエアロゾル拡散の性状を明らかにするために、

空調換気設備の風量測定に加えて、ウイルスを含

むエアロゾルを模擬するトレーサーの発生と各所

の濃度応答の測定を行った。これらの測定値を用

いて、エアロゾルの拡散性状に関する分析を行い、

換気対策の検証の基礎とした。 

図１に示す宿泊施設内の 6 客室と廊下によって

構成されるエリアを測定対象として、Room2 を感

染者が滞在する客室と想定してトレーサー（CO2

とエアロゾル）を発生する発生室とした。初めに、

対象エリアの空調換気設備の風量を測定し、続い

て、トレーサー発生実験を行った。対象の客室の

空調換気設備は、図２及び表１に示すように、外

調機から外気（OA）がファンコイルユニットに供

給（SA）され、バスユニットから排気（EA）され

ている。客室のファンコイルユニットへの還気

（RA）は、入口天井付近の吸気口からファンコイ

ルユニットに供給され、外気と混合した後に冷却

され、客室の下がり壁の給気口から水平方向に、

客室中央部に向けて供給されている。また、客室

ドアにはドアアンダーカットがあるが、ドア閉鎖

時にはドア内蔵の仕切り版が下りて隙間を塞ぐ自

動遮蔽装置が施されている。ただし、ある程度の
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隙間があると考えられ、その程度は、客室によっ

て、或いは、床のカーペットの状況等によって差

があり、閉鎖程度は安定していない可能性がある。 

実験対象エリアの客室フロア全体の空調換気は、

表１に示すように、外気が客室及び廊下中央部に

供給され、客室及び廊下端部から排気されている。

従って、廊下の空気は大略的には中央部から端部

に向かって移動している。また、客室の空気は、バ

スユニットから排気されるが、バスユニットの排

気ファンは個別スイッチで制御されているため、

バスユニットを使用していない時間には停止して

いる可能性がある。ただし、排気ファンを停止し

ていても集中排気設備によってある程度の排気が

確保されている。 
 

 
図１ 実験を行ったエリア（客室及び廊下） 

 

 
図 2 客室の空調換気設備 

表１ 客室の空調換気設備 

外気 
(OA) 

外調機 
客室空調機(ファンコイルユニット)に
供給 
廊下中央部給気口（エレベータホール） 

排気 
(EA) 

浴室排気口（個別排気ファン付） 
廊下の端部の排気口 

暖冷房 
(AC) 

客室ファンコイルユニット FC（客室内

循環） 
その他 客室ドア下部に自動遮蔽装置 

 

以下に、風量測定およびトレーサー実験の方法

を示す。 

 

1) 風量測定 

客室では、バスユニットの排気口、ファンコイ

ルユニットの給気口及び吸気口、廊下では排気口

の風量を、風量計(KANOMAX 6750)及び熱線風速

計(KANOMAX 6501)を用いて測定した。バスユニ

ットの EA は、風量計を用いて測定した。客室の

SA の長方形給気口（開口面積 0.02 ㎡）の 3 点で

風速を測定し、有効開口率 0.6 を乗じて風量を算

出した。客室の RA の正方形吸気口（開口面積 0.16

㎡）は、5 点で風速を測定し、有効開口率 0.9 を乗

じて風量を算出した。廊下端部の排気口（開口面

積 0.06 ㎡）も、5 点で風速を用いて有効開口率を

0.9 として風量を算出した。 

2) トレーサー実験 

CO2 は、ドライアイスを熱湯に投入して発生さ

せた。発生時は、濃度ムラが生じないように攪拌

し、3000ppm 程度を超えた時点で発生を停止し退

室した。各所の CO2濃度、温湿度を、（T＆D おん

どとり TR-76）を用いて測定した。客室内では高

さ約 0.7m の 3 点、廊下では、廊下巾のほぼ中央

で約 2m 間隔の高さ約 0.7m で測定した。 

退室後にエアロゾルを遠隔で発生させた。エア

ロゾルは、蛍光粒子（粒径 1 ㎛の標準粒子）を 1

分間で計 190 µg 発生させ、エリア内の客室中央部

及び廊下でパーティクルカウンター(ＫＡＮＯＭ

ＡＸ 3889)によって粒径（0.3 0.5 1.0 3.0 5.0 10.0

㎛）毎の数を測定した。エアロゾルは、発生室中央

EA

EA

SA

Air conditioner

Bathroom

Corridor

Release of tracer 
(Aerosol, CO2)

Airflow through 
Door-undercut

Room3  Twin beds Room2 Twin beds Room1 Twin beds

Room4 Single bed   Room5 Single bed Room6 Single bed 

FC

OA

Air conditioner

Filtration through 
Door-undercut

Corridor
Bathroom

EA

Bedroom

Fan

Door

SA

RA

FA

EA
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で発生させ、攪拌は行っていない。客室内では、室

中央高さ約 0.7ｍの各室 1 点で、廊下では、廊下巾

のほぼ中央で約 2m 間隔の高さ約 0.7m で測定し

た。 

発生室でトレーサーを発生させた後、ドアを閉

鎖した状態で一定時間経過した後に、ドアを開放

した。ただし、空気清浄機（HEPA フィルタ搭載）

を用いた下記の実験 4 では発生室のドアを開放し

なかった。 

実験条件は、以下のとおりである。なお、ファン

コイルユニットの冷房運転は「中」とした。 

1. 浴室排気 OFF：発生室ドア（1-1 閉、1-2 開） 

2. 浴室排気 ON：発生室ドア（2-1 閉、2-2 開） 

3. 浴室排気 ON：発生室窓 開、発生室ドア（3-1 

閉、3-2 開） 

4. 浴室排気：全室空気清浄機運転、発生室ドア（4-

1 閉、4-2 開） 

なお、実験時の外気条件は、最も近い気象観測

点の気象データで気温：28～34℃、風速：2.5～5.2 

m/s、風向：南～南東であった。 

 

風量測定結果から、エリア内のドア閉鎖時の空

気の流れを示す図を作成し、エアロゾル拡散の基

礎となる客室と廊下の間の気流方向を把握した。

トレーサー実験で得られた、各測定点の濃度応答

の減衰部分から、客室及び廊下の換気回数及び換

気量を算出し、さらに濃度応答曲線の時間積分に

よって、定常状態(トレーサーが連続発生した場合)

の感染者が滞在する客室の濃度に対する各測定点

の濃度の比を算出した（参考文献 1）。式１に示す

ように、発生室の濃度変化から、濃度が安定する

までの濃度積分値を算出し、次に各測定点の濃度

積分値を算出した。その比が、発生室で連続発生

した場合（定常発生）の、発生室の濃度に対する各

測定点の濃度の比 Rc となる。なお、濃度積分はバ

ックグラウンド濃度（初期値：実験開始時の濃度）

との差を用いて算出した。 

 

Rc = Ci／Cs ……式１ 

 

ここに、Rc：定常発生時の濃度比 

Ci：測定点 i における定常濃度 

Cs：発生室 s における定常濃度 

 

さらに、この濃度比 Rc を用いて、廊下における

感染リスクを試算し廊下における感染リスクを示

すとともに、廊下のエアロゾルが他の客室に流入

した場合の感染リスクの上限値を算出した。 

感染リスクの算出は、以下の方法を用いた。ウ

イルス発生源(一次感染者)が存在する空間の換気

量と感染リスクの関係を表す Wells-Riley 感染

確率モデルは式２で示される (参考文献 2,3) 。 

 n/N = 1- exp(-Iqpt/Q) ……式２ 

 ここに、n:二次感染者数 

 N:在室者数 

 I :感染者数 

 q [1/h]:時間当たりの quanta 生成率 

 p [m3/h]:呼吸量 

 t [h]:滞在時間 

 Q[m3/h]:換気量 

 

感染リスク n/N の試算に当たって、以下のよう

に仮定した。 

I :感染者数 = 1（感染者が田尾在する客室） 

 q [1/h]:時間当たりの quanta 生成率  

＝12.5（新型コロナウイルスオミクロン株 

安静状態） 

 p [m3/h]:呼吸量＝0.48 (立位) 

なお、滞在時間は宿泊施設であり得る状況に応

じて設定し、換気量は測定値を用いた。 

 

4) 気流可視化 
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 以上の分析を踏まえて、客室の気圧と廊下への

流出及び廊下での拡散について微粒子可視化手法

を用いて確認した。 

量噴霧型純水ミスト発生器により生成した微粒

子、及びネブライザー(オムロン NE-C28)に経口

補水液(大塚製薬 OS-1)を注入して発生させたも

のをトレーサーとして用い、可視化用光源には、

微粒子可視化用レーザー光源「パラレルアイＨ」

およびファイバー伝送式レーザー光源「パラレル

アイＦ」並びに微粒子可視化用ＬＥＤ光源「パラ

レルアイＭ」を使用した。撮影はカラーカメラを

用い、時間変化を含むトレーサーの挙動を記録し

た。 

図 1 に示す対象エリアは中廊下型であり、客室

が廊下を挟んで配置されている。撮影は以下の 4

場面を設定して実施した。 

（1）客室からの流出：客室扉閉鎖状態において

室内を陽圧（約 0.4Pa）とし、客室扉下隙間から

の流出を撮影、その後に浴室換気扇を利用して客

室を陰圧化（-0.4Pa）して気流の変化を撮影 

（2）対面２客室からの流出：２室を陽圧（約

0.4Pa）とし、２室から流出する気流と衝突後の

上昇を撮影 

（3）客室扉開放：客室を陽圧（約 0.4Pa）にし

て、室内にトレーサーを充満させた後に客室扉を

開放し、廊下への気流を撮影 

（4）客室窓開放：客室を陽圧（約 0.4Pa）にし

てトレーサーを充満させた後に、ドアガード分の

み開放（約５㎝）し、さらに客室窓を開放し、廊

下への気流を撮影 

以上によって、エアロゾル感染対策として考え

られる客室の陰圧化、ドア開放時間の抑制、空気

清浄機によるエアロゾルの捕集の効果、窓開け換

気の影響について考察し、エアロゾル感染対策に

関する基本を確認した。 

 

C．研究結果 

1) 風量測定 

図３に客室の給排気風量を示す。風量測定は、

浴室排気ファンの ON、OFF、ファンコイルユニ

ット（ここでは AC と表記）の ON、OFF の計４

条件で行った。図３より、風量は客室によって差

がある。 

浴室排気ファンの ON、OFF については、ON

の方が排気風量が大きい傾向がある。ファンコイ

ルユニット（ここでは AC と表記）の ON、OFF

については、ON の方が SA が顕著に大きい。図中

の FA（Filtration Air）は、客室の給排気量収支か

ら算出した空気量であり、ドア廻りの隙間を介す

る空気の流れの方向や程度の参考値となると考え

られる。ファンコイルユニット（ここでは AC と

表記）が ON の場合は、浴室排気ファンが OFF に

なると、客室から廊下に空気が流れるが、ON にす

ると流れが逆になることを示した。 

感染者が滞在する客室の対策として、客室の排

気を確保して、廊下へのエアロゾル拡散を抑制す

ることが望まれる。このため、トレーサー実験で

は、浴室排気ファンが ON の場合に注目すること

とした。なお、比較のために浴室排気ファン OFF

の場合も最初に行った。また、暖冷房が必要性で

あることを踏まえ、ファンコイルユニット（ここ

では AC と表記）は、ON とした。 

図４に、発生室（R2:Room2）の風量測定結果を

示す。４条件による発生室の風量の差の傾向は、

他の客室と類似している。トレーサー実験の条件

である浴室排気ファン ON (EA ON)、ファンコイ

ルユニット(AC ON)では、FA が非常に小さく、客

室と廊下が概ね等圧の状態となると考えられる。

従って、ドア閉鎖時には、客室のエアロゾルが廊

下に拡散しづらい状況であったと考えられる。た

だし、ファンコイルユニットが運転されているた

め、客室内の気流によってドア廻りに動圧が発生

しエアロゾルが廊下に流出する可能性は否定でき

ない。 
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図３ 客室の給排気風量 Air flow rates in guest rooms( Max. and Min. of airflow rates in R1-R6) 

 

 
図４ 発生室 R2 の給排気風量 Air flow rates in the guest room where the tracer is released (R2) 

 

エリア内の廊下端部の排気口の風量は、

210m3/h であった。従って、廊下では端部に向か

う気流が生じやすいと考えられる。 

 

2) トレーサー実験 

図５に、トレーサー実験時の CO2及びエアロゾ

ルの濃度推移を示す。エアロゾルは、パーティク

ルカウンターの粒径(0.1～10.0㎛)毎の測定結果の

合計値を用いた。なお、粒径毎の数は小径ほど多

い。0.5 ㎛以下の粒径の数は全体の 99％を占め、

小粒径の比率は時間経過によって上昇した。トレ

ーサーを発生させた R2(Room2)では、発生にとも

なって濃度が上昇し、発生停止後に減衰した。ド

アを開放すると減衰が早まった。また、空気清浄

機を運転した状態では、エアロゾルのみが早く減

衰した。廊下では、ドア閉鎖時には顕著な上昇は

なかったが、ドア開放時には濃度が上昇した。な

お、客室の冷房運転により、トレーサーを発生さ

せた発生室 R2 は、廊下よりも最大５℃程度低く

推移した。また、ドアが開放されると、発生室 R2 
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• 発生室R2は、廊下に対し

て負圧になっており、ド

ア閉鎖時は客室の空気が

流出しないと考えられる。
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図 5 トレーサー実験時の CO2 及びエアロゾルの濃度推移 

 

の温度上昇と廊下の温度低下によって温度差が縮

小した。 

 

2-1) 濃度減衰時の換気量 

図６に、濃度減衰と換気量換算値を示す。ドア

閉鎖時については、発生終了直後からの減衰曲線

を用いて換気量を換算したが、ドア開放時は開放

後に相互換気が始まり安定した減衰が生じた時間

の曲線を用いて換気量を換算した。 

図７に換気回数及び空間容積を用いて算出した

換気量を示す。1-1・2-1・4-1 のドア閉鎖時の換気

量（127・173・539 m3/h）は、外調機からの給気

量(約 56 m3/h)より大きい。3-1・3-2 の窓開放時に

は、ドア閉鎖時の換気量（348 m3/h）及びドア開

放時の換気量（2316 m3/h）は顕著に大きい。いず

れの場合も、客室と廊下の間の温度差が大きいた

めに、ドアの開放によって温度差換気が発生し、

換気量が増加していると考えられる。 

同図に示すように、CO2 による換気量に対する

エアロゾルによる換気量の比は1.5程度と大きい。

従来、エアロゾルの減衰は、換気の効果による濃

度減衰（CO2 減衰に近い）に対して、エアロゾル

の内装や家具などの表面への付着によってより早

くなると考えられている。これまでの研究におけ

る実験住宅における差（参考文献 4）を踏まえる

と、今回の比はさらに顕著に大きい。客室の場合

には、カーテンや寝具などの付着しやすい表面が

多いことがこの比の大きさの要因として考えられ

る。また、CO2 は発生室で発生時に攪拌したこと

で発生室内での初期の濃度ムラが小さかったが、

エアロゾルは攪拌していなかったために、初期に

おいても濃度ムラが大きかったと考えられる。こ

の濃度ムラの大小が、換気回数及び換気量の差の

要因となった可能性がある。エアロゾル濃度が底

部で高い濃度分布があると、測定高さでの濃度低

下速度を早くする場合があると考えられる。この

現象は、客室内だけではなく廊下においても発生

した可能性がある。このような、トレーサーの差、

攪拌の有無による差は、空調換気や温度差に影響

される空間内の気流に左右されるため、より詳細

な温度、気流、トレーサー濃度の測定で空間分布

を把握し、CFD 解析による分析が必要である。
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1-1 door closed,1-2 door open    2-1 door closed,2-2 door open   3-1 door closed,3-2 door open   4-1 

door closed ,4-2 door open 
図６ 各実験条件の濃度減衰と近似曲線 

 

 
図７ 換気回数及び換気量の換算結果と CO2 及びエアロゾルの比較 

 

2-2) 定常発生時の濃度比 

発生室 R2 に感染者が滞在し、連続的にウイル

スを含むエアロゾルが発生した状況を想定した。

各条件で発生室 R2 に対する各所の濃度比を算出

し、エリア内のエアロゾル濃度の分布、すなわち

エアロゾル拡散による感染リスクの上昇の可能性

を示した。 

図 8 に、ドアを開放した状態でトレーサー発生

停止後の濃度応答（1-1・2-1）と、その状態でドア

を開放した後の濃度応答（1-2・2-2）を示す。ドア

開放後の濃度応答は、CO2 とエアロゾルのいずれ

の場合も、数分後に発生室 R2 の濃度低下速度が

上がる。ドア開放の後に、一定の時間を経てから

温度差換気の気流速度に達し、それにともなう濃

度変化も表れたと考えられる。廊下の濃度は、発

生室 R2 の濃度低下に対応して上昇した。温度差

換気に伴って、廊下に流出したトレーサーの一部

は、発生室 R2 に戻されたと考えられる。発生室

R2 の温度が廊下より低いことから、発生室 R2 の

空気はドア開口の下部から廊下に流出し、廊下の

空気はドア開口の上部から発生室 R2 に流入した

と考えられる。 
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図 9 に、トレーサー濃度応答より算出した定常

発生時の濃度比 Rc（Ratio of concentration）を示

す。発生室 R2 以外の客室（R1, R3-R6）の濃度比

Rc は、発生室 R2 のドアの閉鎖、開放にかかわら

ず、いずれも低く、ほぼ０％であり、発生室 R2 か

らの流出は、浴室の排気ファンの運転にかかわら

ずほとんどないことを示している。ドア開放時に

は、廊下の濃度比 Rc が 10～80％であり、発生室

R2 からの顕著な流出と廊下での拡散が確認でき

る。廊下では、C0 から C5 に向かって濃度比 Rc

が高くなっている。この傾向は、廊下の端部に排

気口があるために、端部に向かう気流が発生し、

風下で濃度比 Rc が上昇したと考えられる。廊下に

おける濃度比 Rc の分布は、CO2 とエアロゾルで

異なっており、エアロゾルの方が風下と風上の濃

度比 Rc の差が大きい。この差の要因として、CO2

は発生室で発生時に攪拌したことで濃度ムラが小

さかったが、エアロゾルは攪拌していなかったた

めに濃度ムラが少なかったことが挙げられる。エ

アロゾルは経口補水液を霧状に噴霧する方法で発

生させたため、気化に伴う温度低下によって、上

下の濃度差が生じたと考えられる。ドア開放時に

は、ドア開口の下部から発生室の空気が流出した

ため、廊下においても上下の濃度差が発生した可

能性がある。廊下の下部で廊下の端部に向かう気

流が上部よりも強いために、濃度比 Rc が廊下の風

下の測定点でより高くなる傾向がより顕著になっ

た可能性が指摘される。なお、3-2 Door opened EA 

ON の条件では、エアロゾルの測定に一時的な欠

損が生じたため、濃度比 Rc を算出しなかった。 

このような、トレーサーの差、攪拌の有無によ

る差は、換気回数及び換気量の分析の場合と同様

に、空調換気や温度差に影響される空間内の気流

に左右されるため、より詳細な温度、気流、トレー

サー濃度の測定で空間分布を把握し、CFD 解析に

よる分析が必要である。

 

 
図 8 トレーサーの濃度応答の例（ドア閉鎖：1-1,2-1、ドア開放 1-2,2-2） 
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図 9 トレーサー濃度応答より算出した定常発生時の濃度比 Rc（Ratio of concentration） 

 

図 10 は、感染者が滞在する客室内に、未感染者

が入出した場合の感染リスク n/N の試算結果を示

す。同図の上は、24 時間滞在の感染リスクであり、

感染者と同じ客室に滞在した場合に相当する。こ

の場合の感染リスクは非常に高い。ドアを開放状

態にするとエアロゾルが廊下に流出するため濃度

が低下し、感染リスクが低下する。ただし、廊下の

感染リスクを上昇させる。また、空気清浄機を運

転すると同様に濃度及びリスクが低下する。 

同図の下は、10 分間の感染リスクを示す。感染

者の客室を訪問したり、サービスをしたりするな

ど、一時的に入室する場合に相当する。時間が短

いために感染リスクは低いが、ゼロではない。 

図 11 は、ドア開放によって廊下に流出拡散した

エアロゾルによる 24 時間感染リスク n/N を示す。

この値は、各室のドアが解放されている場合また

は陰圧となっている場合の各室の感染リスクの上

限値であると考えられる。廊下から各室にエアロ

ゾルが流入する場合には、その客室のドア近傍の

エアロゾル濃度が、客室のエアロゾル濃度を左右

する。従って、測定対象エリアでは、廊下の客室に

濃度が高くなる可能性がある。同図には、CO2 に

よる濃度比 Rc を用いた感染リスクとエアロゾル

による濃度比 Rc を用いた感染リスクを示してい

る。その差は、濃度比 Rc における差に対応する。 

感染者が滞在する発生室 R2 の窓を開放した条

件では、比較的感染リスクが低くなった。今回の

実験では、窓開放によって客室濃度が低下し、廊

下にも気流が及んだことで、濃度低下があったこ

とによると考えられる。しかし、窓開け換気の影

響は、前述のように不確定であり、様々な反作用

が考えられることに留意する必要がある。 

空気清浄機を用いた条件では、顕著な感染リス

クの低下がみられなかった。この試算では、空気

清浄機が R2 のみで使用された状況を想定してい

る。空気清浄機の効果は、ドアを閉鎖している場

合には顕著であるが、ドアを開放している状況で

は、十分な効果が得られないことによる結果であ

ると考えられる。
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図 10 感染者が滞在する客室内に、未感染者が入出した場合の感染リスク n/N 

 

 
図 11 ドア開放によって廊下に流出拡散したエアロゾルによる 24 時間感染リスク n/N 

（各室のドアが解放されている場合または陰圧となっている場合の各室の感染リスクの上限値） 

 

風量測定及びトレーサー実験によって、対象エ

リアの換気及びエアロゾル拡散性状に関する以下

の知見が得られた。 

① 客室ドア閉鎖時：客室が陽圧になっていない場

合には、客室ドアを閉鎖している時間には感染

者が滞在する客室からのウイルスを含むエア

ロゾルの流出が抑制され、廊下での濃度上昇も

ほぼ見られない。ただし、空調による気流がド

アに直接当たらないことが条件となる可能性

がある。なお、一般的に、空調の吹き出し気流

は室中央部に向いているため、この条件に対応

していると考えられる。 

② 客室ドア開放時：客室が陽圧になっていない場

合においても、客室のドアを開放すると、感染

者が滞在する客室からのウイルスを含むエア

ロゾルが流出し、廊下で拡散する。空調によっ

て客室と廊下の間の温度差が大きいと、流出が

早くなる。また、温度による気流は、ドア開放

後一定時間をおいて速くなるため、短時間のド

ア開放であれば、温度差換気の影響は少ないと

考えられる。ただし、その定量には、より詳細

な研究が必要である。 

③ 廊下では、排気口に向かう気流によって、排気

口に近い部分のウイルスを含むエアロゾル濃

度が高くなる。特に、廊下の端部に排気口があ

る場合には、廊下の端部でウイルスを含むエア

ロゾルが停滞して濃度が維持される。 
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i 廊下下層の照射と撮影             ii 廊下中央縦断面の照射と撮影 

図 12 レーザー光源と撮影の配置 

 

④ CO2 とエアロゾルに対する換気対策効果には、

以下のような差があると考えられる。 

 基本的な知見として、空気清浄機（フィルタ）

は、エアロゾルに対しては有効であるがCO2

に対しては無効である。 

 同じ換気風量でも、CO2濃度の減衰よりもエ

アロゾル濃度の減衰の方が速い。エアロゾ

ルは、表面に付着するために、CO2よりも濃

度減衰が速いと考えられる。しかし、エアロ

ゾルの付着は、温湿度、気流、表面の性状、

静電気などの複数の要素の影響を受ける可

能性があり、十分に解明されていない。従っ

て、換気の効果として CO2 濃度の減衰の状

況を参考にするのが適切である。 

 エアロゾルには粒径の異なるものが含まれ、

小さい粒径が多く、大きな粒径は少ない。今

回の実験では、0.3 ㎛以下の粒径も分析対象

とした。室内空間中のエアロゾルは、時間経

過によって小粒径の比率が増加する傾向が

あり、乾燥による粒径縮小がその変化の要

因として挙げられている。なお、小さな粒径

に含まれるウイルスの数は少ないと考えら

れるが、粒径と感染リスクに関する知見は

明確になっていない。 

 

4）気流可視化 

以下に、各場面における可視化結果を示す。 

図 12 に、照射及び撮影の位置を示す。廊下下層

へのレーザー照射 i は、客室の扉下隙間から流出

し床面を這う気流と上層への上昇を撮影するため

に、レーザー光源は床面高さ約 2 ㎝に向け、LED 光

源は、床面から高さ約 30㎝までを照射した。 

廊下中央縦断面の照射と撮影 ii は、廊下での拡散

状況を撮影するために、廊下中央縦断面にレーザ

ーを照射した。なお、撮影は、3 月初旬の暖房期に

行われた。 

(1) 客室からの流出 

図 13 は、客室 R5と客室 R2 が陽圧の状態で、客

室 R5 でミストを発生(PG1)した場合の画像を示す。

扉下隙間から廊下へ流出し、粒子は床面に沿って

前方に移動した。また、廊下の中央部で上昇がみ

られた。客室 R5 の浴室換気扇を利用して陰圧にす

ると、廊下への流出が止まり、陰圧化後 5秒には、

ミストが映らなくなった。ミストは、時間経過に

よって蒸発によって消滅するために、上記のよう

な画像の変化が起きたと考えられる。   

図 14 は、客室 R5と客室 R2 が陽圧の状態で、客

室 R5 で経口補水液の微粒子を発生(PG1)させた場

合の廊下中央部縦断面の画像を示す。経口補水液

を用いたトレーサーは水分蒸発による粒径縮小が

起きるが、水以外の成分が含まれるために消滅し

ない。客室 R5 から流出したトレーサーは、廊下中

央部で上昇し画面奥に向かって移動している。画

面奥の排気口（約 200 ㎥/h）が、気流方向に影響

していると考えられる。 

 

(2) 対面２客室からの流出 

図 15 は、客室 R5と客室 R2 が陽圧の状態で、両

室(R5、R6)でミスト(PG1+PG2)を発生させた場合の
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陽圧時の流出              陰圧化直後              陰圧化後 5 秒 

図 13 客室扉下からの流出（陽圧と陰圧、ミスト） 

 

 
0 秒         10 秒         20 秒        30 秒        50 秒 

図 14 廊下での拡散（陽圧、経口補水液） 

 
0 秒         10 秒         20 秒        30 秒        50 秒 

図 15 対面２室からの流出と衝突（陽圧、ミスト） 

 

画像を示す。２室から流出した気流が廊下中央部

で衝突し、左右に広がるとともに上昇する。上昇

したトレーサーは、図 14に示すように天井付近ま

で到達する。 

 

(3) 客室扉開放 

図 16 は、客室 R5 と客室 R2 が陽圧の状態で、

客室 R5 で経口補水液の微粒子を発生(PG1)した

場合の画像を示す。客室扉を開放すると、廊下中

央断面に 2 秒以内で到達する。最初の到達は、扉

の左前方の上層で見られる。その 4 秒後には下層

にも到達する。それ以降には、扉近傍への到達は

見られなくなり、主に上層で拡散しながら画面奥
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の排気口に向かって移動している。なお、最初に

到達した空気の塊は、6 秒後にも確認できる。 

扉は内開きであるため、開放にともなって客室

の気圧が一時的に上昇し、客室内の空気が一時的

に速い速度で流出したと考えられる。また、客室

の暖房によって廊下よりも高い空気が流出したこ

と、扉開放者が気流の抵抗になっていることによ

って、扉開口部の上部からの流出が顕著であった

と考えられる。扉開放時の急速な流出の後には、

急速な流出が止まったことで、このような画像の

変化が生じたと考えられる。 

 

(4) 客室窓開放 

図 17 は、客室 R5 と客室 R2 が陽圧の状態で、

客室 R5 で経口補水液の微粒子を発生(PG1)した

場合の画像を示す。客室扉を半開き(約 5 ㎝)にし

た状態で、客室の窓（ドレーキップ・巾約 10 ㎝×

長さ約 1.2ｍ）を開放した。開放後 2 秒程度で、廊

下の上部への到達が見られる。扉開放の場合(図

16)の場合と同様、客室内の空気が最初に上部に到

達したと考えられる。その後の経過はしばらく、

ドア開放時に類似し、排気口に向かって移動した。 

開放後 40 秒後に、急速な流出が発生した。この

場合は、廊下の上層から下層までの到達が見られ

る。その後、しばらく急速な流出は見られなくな

るが、2 分 30 秒後に再び急速な流出が見られる。

この場合は、廊下の下層への到達が顕著となった。

その後、画面奥の排気口側へ拡散した。 

実験時の近隣地点の気象データによると、外部

風は、南東 2.5m/s であり、開放した窓は風下側で

あったと考えられるが、外部風の変動による圧力

変動、内外温度差、空調換気設備の運転によって、

廊下と客室 R5 の差圧及び気流は変動していたと

考えられる。窓開放時には、外気の流入が多くな

るため、室内温度が急速に低下した。廊下への流

出は、初期には上層であったが次第に下層になっ

たと考えられる。 

以上の可視化実験は、以下の知見を示した。 

客室の扉を閉めていても、客室が廊下に対して

陽圧になっていると、扉下の隙間から流出が発生

する。扉下から流出した空気は、廊下で上昇し拡

散する。廊下の濃度は、廊下の空気の流れに影響

されるが、特に排気口がある場所に向かうため、

その近傍の濃度が高くなる可能性がある。客室か

ら廊下への流出は、客室の陰圧化によって防止で

きる。浴室の排気ファンの運転によって客室の気

圧を下げることができるが、ファンコイルユニッ

トの運転等によって外気量が増加すると客室の気

圧が上昇する。従って、空調換気設備の運転状況

を踏まえた気圧管理が必要である。 

客室の扉を開放すると、急激な流出が発生する。

流出の状況は、客室と廊下の温度差の影響を受け

る。例えば、暖房期に客室温度の方が高くなると、

廊下の上層に流出し、冷房期に客室の温度の方が

低くなると廊下の下層に流出する。扉開放時の流

出量は多く、扉近傍では一時的に高濃度となる。 

客室の窓を開けると、自然換気が発生し、換気

量が増加する。また、外部風等の変動によって客

室と廊下の気圧差が変化し、空気が流れる方向が

変化する。このため、一時的に急速に客室の空気

が廊下に流出する可能性がある。窓の開放は、屋

内の温湿度維持を難しくするとともに、空気の流

れや空気中の濃度を制御することを難しくする。

従って、このような窓開け換気の性質を踏まえて

利用することが必要である。 

以上の可視化実験の結果は、トレーサー実験の

分析結果と整合している。

 



- 37 - 

 
0 秒         2 秒         4 秒        6 秒        8 秒 

図 16 客室扉開放（陽圧、経口補水液） 

 

 
     0 秒             2 秒             40 秒           2 分 30 秒          3 分  

図 17 客室扉開放（陽圧、経口補水液） 

 

D．結論 

宿泊施設におけるエアロゾル感染対策の効果を

検証するための基礎資料を得るために、トレーサ

ーとして、CO2 及びエアロゾルを用いて、感染者

が滞在する客室から廊下及び近隣の客室への拡散

性状を測定する方法を宿泊施設内で試行し、今後

のシミュレーション等による対策効果の検証に関

するケーススタディーの有効性に関する実証デー

タを取得し、以下の知見が得られた。 

感染者が滞在する客室内では、ウイルスを含む

エアロゾルが拡散し、換気量が少ない場合にはそ

の濃度が高くなる。客室が陰圧になっていない場

合には、エアロゾルが常時廊下に流出するため、

廊下の濃度も上昇する可能性がある。従って、感

染者が滞在する客室は、排気を十分に確保して陽

圧にならないようにすることが基本である。 

感染者が滞在する客室でバスユニットの排気フ

ァンを運転することで客室が陽圧にならないよう

にできる可能性があるが、外気が客室のファンコ

イルユニットを経由して供給される場合には、暖

冷房に伴って外気の供給量が増加し、陽圧になっ

てしまう可能性がある。このように、空調換気方

式や運転状況によって客室の気圧が変化する。こ

のような特性を踏まえて陽圧を防止するための空

調換気設備の運転制御が必要である。 

感染者が滞在する客室が廊下に対して陰圧であ

っても、ドアを開放すると急速にエアロゾルが廊

下に流出して拡散する。特に客室と廊下の間の温

度差が大きいと、温度差換気によって流出が速く

なる。従って、ドア開放の回数及び時間を最小限

にすることが望ましい。また、空気清浄機（フィル

タ）などによって、客室のエアロゾル濃度を抑制

することも必要である。 

感染者が滞在する客室の近傍の廊下などの空間

では、ドア開放などにともなうエアロゾルの拡散

の可能性が高い。特に、空気が停滞する部分や排
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気口の近くなどの気流の風下になる空間では、エ

アロゾル濃度が高くなる可能性がある。このよう

な空間では、換気量増加や空気清浄機の利用が必

要である。 

換気量の確保の手段として、窓の開放があるが、

窓の開放は、空調換気設備の効果に不確定な影響

を与える可能性がある。感染者が滞在する客室の

窓を開放すると、窓が外部風の風上側にあると、

外部風の圧力によって客室のエアロゾルが廊下に

流出しやすくなる。また、一部の客室の窓を開放

すると、外部風圧の影響によって、排気ダクトや

給気ダクト内の空気の流れを減少させ、逆流させ

る可能性がある。逆流が発生すると、ダクトを経

由したエアロゾルの他室への侵入が発生する可能

性が生じる。これらの窓開放による影響を踏まえ

て、急速な換気が必要となる緊急時の対応方法を

検討する必要がある。 
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分担研究報告書 

 

旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究 

検疫ホテルにおけるバイオエアロゾル伝播特性の実証 

 

研究分担者  柳   宇  工学院大学 建築学部            教授 

研究代表者  開原 典子  国立保健医療科学院 建築・施設管理研究部  上席主任研究官 

研究分担者  林  基哉  北海道大学 大学院工学研究院        客員教授 

 

研究要旨 

今年度では、COVID-19 パンデミック期間中に検疫ホテルとして使用された宿泊施設を対象とし

て、バイオエアロゾル粒子（BP）発生源となる客室から廊下への漏出特性について実証試験を行っ

た。その結果、客室間および客室と廊下間の風圧差により、発生源客室のドアアンダーカット部を通

じて廊下へ BP が漏出することが確認された。また、窓開放時には外部風圧の影響により BP 漏出量

が増加し、ドア開放時には最も多くの BP が廊下へ漏出することが確認された。一方、空気清浄機の

使用により BP 漏出量の低減が確認された。 

A．研究目的 

 2020 年 3 月 11 日、WHO は COVID-19 の世界

的感染拡大状況および重症度を踏まえ、パンデミ

ック（世界的大流行）を宣言した。日本において

は、同年 3 月に水際対策が開始され、4 月 3 日に

は 14 日間の待機措置とともに、検疫ホテル（政府

指定宿泊施設による入国者待機施設）の運用が開

始された。海外では、香港１）および台湾２）などにお

いて検疫ホテル内でのクラスター発生事例が報告

されているほか、台湾２）およびシンガポール３）で

は排気システムにおける空気の逆流による感染事

例も報告されている。これらの事例は、検疫ホテ

ルにおける感染リスク低減の観点から、空調・換

気の適切な運用方法および設備面での改善の必要

性を示唆している。 

検疫ホテル内での感染拡大を防止するためには、

客室の換気性能、客室と廊下の圧力管理、排気経

路の適切な管理が重要な要素となる。本報では、

2020 年 9 月から検疫ホテルとして使用された成

田空港近辺の A ホテルを対象に、客室と廊下間に

おけるバイオエアロゾル粒子（Bioaerosol Particle, 

 BP）の漏出特性について実証試験を行った。 

 

B．研究方法 

 2025 年 8 月 26 日に実証試験を実施した。対象

とした客室はホテル西端に位置する6室である（図

1）。客室の空調・換気は、浴室に排気ファンを設置

し、客室にはファンコイルユニット（FCU、客室

上部吹出し、廊下側天井吸込み）を備えた方式で

ある（図 2）。換気経路としては、外気を客室天井

裏およびエレベーターホールに導入し、客室の浴

室および廊下両端の排気口から排出する構成とな

っている（図 3）。 

実験は表 1 に示す 4 つの条件で実施した。実験

1 は浴室トイレ換気扇を運転しない条件、試験 2

は浴室換気扇を運転する条件、実験 3 は BP 発生

源とした客室②の窓を開放した場合の気流変化に

伴う廊下への漏出状況の確認、実験 4 は空気清浄

機の稼働による客室から BP 漏出量の低減効果の

確認を目的としたものである。 
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図 1 測定対象室と測定点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 客室 FCU 吹出口と吸込み口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 浴室換気扇 

表 1 実験概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蛍光粒子は生物由来の BP の指標として用いら

れることがある。図 1 に示すように、客室②の★

位置においてネブライザーを用いて蛍光粒子（粒

径 1μm の標準粒子）を 1 分間で計 190 µg 発生さ

せた。客室②前の廊下にはバイオエアロゾルセン

サ（BAS）４）を設置し、さらに客室②の対面に位置

する客室⑤では、パーティクルカウンタによる 1

分間隔の連続測定を実施した。 

また、客室間および客室と廊下間の気流を確認

するため、客室②においてドライアイスにより

CO2 を発生させた後、試験参加者が手動で室内空

気を攪拌し、室内 CO2濃度が 3000 ppm 以上に達

した時点で試験を開始した。各客室および廊下に

は温湿度・CO2センサーを設置した。 

 

C．研究結果 

図 4 に実験 1（全室の浴室換気扇 OFF）の測定

結果および濃度の急激な変化に関するコメントを

示す。CO₂発生時には、>5.0 µm の BP 濃度の顕

著な上昇が確認された。また、客室②において 1

分間蛍光粒子を発生させた直後、廊下に設置した

BAS において>1.0 µm の 3 粒径区分すべてで濃

度の上昇が確認された。その後の実験時間帯にお

いても、>1.0 µm の BP 濃度に断続的な上昇が認

められた。さらに、実験終了後に扉を開放した際

二酸化炭素3000超え、撤収し部屋を出る。 14時26分30秒
発生源の部屋②の扉を開ける。 15時26分
各部屋の窓を開ける。 15時56分

二酸化炭素3700超え、部屋を出る。 16時15分19秒
扉を開ける。 16時45分
各部屋の窓を開ける。 17時15分

二酸化炭素4000超え、部屋を出る。 17時55分
各部屋の窓を開ける。 18時00分15秒
扉を開ける（開けっ放しの状態）。 18時10分53秒
各部屋の窓を開ける。 18時23分

二酸化炭素4000超え、部屋を出る。 18時40分
各部屋に入り、空気清浄機をつける。 18時45分

空気清浄機止めて、部屋を出る、発生源の
部屋の扉だけ開ける。

19時05分

実験終了。 19時15分

実験1　全室換気扇OFF

実験2  全室換気扇ON

実験3　客室2の窓のみを開放、全室換気扇ON

実験4　全室空気清浄機ON・換気扇ON
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にも、>1.0 µm の 3 粒径区分すべてで濃度の上昇

が確認された。 

 図 5 に実験 2（全室の浴室換気扇 ON）の測定

結果および濃度の急激な変化に関するコメントを

示す。実験 1 と同様に、CO₂発生時には>5.0 µm

の BP 濃度の顕著な上昇が確認された。また、客

室②において 1 分間蛍光粒子を発生させた直後、

廊下に設置した BAS において>1.0 µm の 3 粒径

区分すべてで濃度の上昇が確認された。その後の

実験時間帯においても、>1.0 µm の BP 濃度に断

続的な上昇が認められた。さらに、実験終了後に

扉を開放した際にも、>1.0 µm の 3 粒径区分すべ

てで濃度の上昇が確認された。 

図 6 に実験 3（全室の浴室換気扇 ON、全室窓

開放）の測定結果および濃度の急激な変化に関す

るコメントを示す。実験 1 および 2 と同様に、

CO₂発生時には>5.0 µm の BP 濃度の上昇が確認

された。また、客室②において 1 分間蛍光粒子を

発生させた直後には、廊下の BAS において BP

濃度の顕著な上昇は確認されなかったが、その

後、窓開放の影響により廊下の BP 濃度の上昇が

確認された。さらに、実験終了後に各室の扉を開

放した際には、実験 1 および 2 と比較して廊下の

BP 濃度がより顕著に上昇した。 

図 7 に実験 4（全室の浴室換気扇 ON、空気清

浄機 ON）の測定結果および濃度の急激な変化に

関するコメントを示す。実験 1～3 と同様に、

CO₂発生時には>5.0 µm の BP 濃度の上昇が確認

された。また、客室②において 1 分間蛍光粒子を

発生させた直後、廊下の BAS において>2.0 µm

の BP 濃度の上昇が確認されたが、空気清浄機の

稼働により特に>2.0 µm の BP 濃度の低減が確認

された。さらに、実験終了後に各室の扉を開放し

た際には、廊下の BP 濃度の上昇が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 実験 1 における蛍光粒子濃度の経時変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 実験 2 における蛍光粒子濃度の経時変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 実験 3 における蛍光粒子濃度の経時変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 実験 4 における蛍光粒子濃度の経時変化 
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D．考察 

検疫ホテルは検疫用途として設計された施設で 

はないため、客室と廊下間、あるいは客室間の気

流の流れによって感染が発生する可能性がある。 

前述したシンガポールの事例では、垂直方向に

隣接する別々の客室に滞在していた 2 名の感染者

が報告されている。疫学解析およびウイルス遺伝

子配列解析の結果、両者には物理的接触がなかっ

たにもかかわらず関連性が確認されたことから、

エアロゾルトレーサ試験や目視検査を含む現場評

価を通じて、両客室間における垂直方向のエアロ

ゾル伝播経路の可能性について調査が行われた。

その結果、発生源客室から放出されたエアロゾル

が受容側客室へ移動していたことが確認され（平

均 9.4 mg/m³）、これは同一排気ダクト沿いの他

の客室と比較して少なくとも 2.6 倍高い値であっ

た。この現象は、トイレ排気口から排気シャフト

へ流入した空気が、レンガ造の排気シャフト壁の

隙間を通じて天井プレナムへ逆流した経路による

可能性が示唆されている３）。 

また、香港の Wong らは検疫ホテルを対象とし

てスモークテスターを用いた気流可視化試験を実

施しており、その結果（図 8）から客室と廊下の

間で空気の流入・流出が生じていることを確認し

ている５）。 

 本研究においては、アメダス（成田観測所）

の気象データによると、測定日である 2025 年 8

月 26 日午後（12:00～18:00 頃）の風向は概ね南

～南南東（海風）であり、時間帯による多少の変

動はあるものの、南寄りの風が卓越していた。BP

発生源である客室②は南東向きであることから、

図 1a（上の図）：ドアを急に開けた際の客室と廊下

間の気流の方向を示す。廊下の窓は閉じていた。 

図 1b（下の図）：ドアを少し開けた場合、または

大きく開けた場合の客室と廊下の間の気流の方向

を示す。ドアを大きく開けた場合、部屋のドアの上

部 3 分の 2 で内向きの気流が、床付近で外向きの気

流が生じることが示された。ドアを少し開けた場合

も、床付近でわずかな内向きの気流が確認された。

廊下の窓は閉められていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 旅行者向け指定隔離ホテル内の客室間で、

SARS-CoV-2 の懸念される変異株であるオミクロン株

（B.1.1.529）が空気感染する潜在的なメカニズムを実証

するための煙試験の模式図 

 

風上側外壁に正圧が形成された可能性がある。本

研究の実証試験では、浴室換気扇の運転条件

（ON/OFF）にかかわらず、発生源客室②から廊

下への粒径 1.0 µm 以上の BP の漏出が確認され

た。これは、客室と廊下間の風圧差により、ドア

のアンダーカット部を通じてBPが廊下へ漏出し

たためと推察される。（図 4、図 5）。 

COVID-19 パンデミック期間中には窓開放に

よる自然換気が推奨されていたが、本試験の結果

では、窓を開放すると外気の風向および風圧の影

響により計画された換気経路が維持されず、その

結果、発生源である客室②から廊下への BP 漏出

量は試験 1 および試験 2 よりも増加することが

確認された。さらに、ドアを開放した場合には、

窓開放時よりも多くのBPが廊下へ漏出すること

が確認された（図 6）。 

 空気清浄機は浮遊粒子濃度低減対策として有

効であることが広く知られている。本研究におい

ても空気清浄機の運転により廊下へのBP漏出量

の低減が確認された（図 7）。 
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E．結論 

本研究では、COVID-19 パンデミック期間中に

検疫ホテルとして使用された宿泊施設を対象と

して、BP 発生源となる客室から廊下への漏出特

性について実証試験を行った。その結果、以下の

知見が得られた。 

1) 客室間および客室と廊下間の風圧差により、

発生源客室のドアアンダーカット部を通じ

て廊下へ BP が漏出することが確認された。 

2) 窓開放時には、外部風圧の変化により廊下へ

の BP 漏出量が増加することが確認された。 

3) ドア開放時には、廊下への BP 漏出量が最も

多くなることが確認された。 

4) 空気清浄機の使用により、BP 漏出量の低減

が確認された。 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究 

加熱脱着-ガスクロマトグラフ質量分析計(TD-GC/MS)を用いた宿泊施設における 

室内空気中揮発性成分の実態把握 

研究分担者  戸次 加奈江  国立保健医療科学院 生活環境研究部  上席主任研究官 

 

研究要旨 

宿泊施設は，不特定多数の利用者が滞在する空間であり，感染症対策の観点からも，日常的な清

掃，換気，消毒，手指衛生等を含む衛生管理が求められる施設である 1-3)。こうした衛生管理は，感

染症の予防に加え，室内空気中に存在する臭気成分や揮発性有機化合物（VOCs）等の化学物質によ

る空気環境の維持にも重要である 3-5)。特に客室では，宿泊者の生活行動，飲食，香料製品や化粧品

類の使用，喫煙等に由来する成分に加え，建材や内装材，清掃用品等に由来する成分も存在しうるた

め，日頃からの空気環境の把握と適切な管理が必要である。 

そこで本研究では，宿泊施設の客室における VOCs 濃度を把握するため，空気試料を炭素系吸着剤

および樹脂系吸着剤で捕集し，加熱脱着-ガスクロマトグラフ質量分析計（TD-GC/MS）により定量

分析を行った 6)。測定場所は宿泊施設内の客室 5 室とし，宿泊者滞在中に 6 時間空気を捕集した。分

析の対象成分は，室内濃度指針値のある 13 成分を含むトルエン，エチルベンゼン，キシレン類，α-

ピネン，リモネン，2-エチル-1-ヘキサノール，p-ジクロロベンゼンなどの 35 成分である 4,6)。 

結果として，客室空気中からはアルデヒド類，ケトン類，芳香族炭化水素類などが検出され，なか

でもノナナールおよびデカナール等の脂肪族アルデヒド類の寄与が大きい傾向にあった。また，アセ

トン，トルエン，キシレン類なども一部の客室で検出され，利用者の生活行動や所持品，化粧品・香

料製品等の影響が示唆された。一方で，全体として著しく高濃度の VO は検出されておらず，調査時

点において客室の空気環境は概ね良好に維持されているものと考察された。 

以上より，宿泊施設における日常的な衛生管理は，感染症対策としてだけでなく，室内の揮発性成

分や臭気の管理を通じた快適かつ衛生的な空気環境の維持にも重要であることが示唆された 1-5)。今

後は，宿泊者の利用状況や換気条件，清掃状況等も含めた継続的な実態把握を行い，宿泊施設におけ

る空気環境管理のあり方をより具体的に検討する必要がある。 

A．研究目的 

宿泊施設は，不特定多数の人が一定時間滞在す

る生活空間であり，その空気環境は利用者の快適

性のみならず，衛生管理や健康保護の観点からも

重要である 1-5)。実際の宿泊施設では，客室内の

臭気や空気の質に関する苦情が一定数存在し，清

掃時の点検，換気，消臭処理などの日常的な対応

が行われている。こうした臭気の原因としては，

飲食物，香水・整髪料等の化粧品類，喫煙，カビ

や排水系統由来の臭気，害虫由来の臭気など，さ

まざまな要因が想定される。 

これらの臭気や不快感には，空気中に存在する

揮発性有機化合物（VOCs）が関与している可能

性があり，衛生管理上は，臭気評価のみならず，

化学物質の実態把握を行うことが有用と考えられ
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る 3-5)。しかしながら，宿泊施設の客室における

濃度状況に関する知見は必ずしも十分ではない。 

そこで本研究では，宿泊施設客室における空気

中 VOCs の濃度を把握するため，加熱脱着を前処

理法とした GC/MS 分析法（TD-GC/MS）を用い

て，客室内の VOCs を測定し，宿泊施設における

空気環境の特徴と衛生管理上の課題を明らかにす

ることを目的とした。 

 

B．研究方法 

B1．対象施設 

対象施設は，築 30 年の宿泊施設 1 施設とし，

施設内の客室 5 室で調査を行った。各客室はいず

れも同等仕様の一般客室であり，宿泊者が通常利

用している状態で測定を行った。 

B2．対象物質 

 定量分析の対象物質は，室内濃度基準値が定め

られる揮発性有機化合物を含む室内空気中で検出

される揮発性有機化合物（VOCs）35 成分（Fig. 

1）とした 4)。主な対象成分としては，トルエ

ン，エチルベンゼン，キシレン類，α-ピネン，リ

モネン，2-エチル-1-ヘキサノール，p-ジクロロベ

ンゼン等が挙げられる。 

B3．捕集方法 

空気試料の捕集にはミニポンプを用い，流速

100 mL/min で 6 時間吸引し（36 L），宿泊者滞

在中の客室内空気を採取した。捕集管には，低沸

点から中沸点成分の捕集に適した炭素系吸着剤

（Carboxene 1000 および Carbopack B）と，中

～高沸点成分の捕集に適した樹脂系吸着剤

（Tenax GR）を用いた 6)。 

B4．分析方法 

捕集した空気試料は，加熱脱着-ガスクロマト

グラフ質量分析計（TD-GC/MS）（Table 1）を

用いて分析した。加熱脱着により捕集管から揮発

性成分を脱着し，GC/MS により分離・検出・定

量を行った 6)。 

 

C．研究結果 

C1．客室空気中における揮発性成分の概要 

 宿泊施設の客室 5 室における室内空気の測定結

果から，アルコール類，アルデヒド類，アルカン

類，芳香族炭化水素類，ハロゲン化炭化水素類，ケ

トン類など多様な揮発性有機化合物が検出された

（Fig. 2）。化合物群別では，アルデヒド類および

ケトン類の寄与が比較的大きい傾向が認められた。

また，アルデヒド類は一部の客室において比較的

高い値を示し，客室ごとに濃度のばらつきが確認

された。 

C2．アルデヒド類の特徴 

検出された成分のうち，ノナナールおよびデカ

ナールなどの脂肪族アルデヒド類が比較的高濃度

で検出された。特にノナナールは一部の客室で高

値を示し，客室間のばらつきが大きい結果となっ

た。 

C3．ケトン類・芳香族化合物等の特徴 

ケトン類では，アセトンが比較的高い寄与を示

した。また，トルエン，エチルベンゼン，キシレン

類などの芳香族炭化水素類も一部の客室で検出さ

れた。一方，アルカン類および塩素系化合物は全

体として低濃度であったが，客室間で一定の差異

が認められた。 

 
D．考察 

D1．宿泊施設における空気環境の特徴 

本研究により，宿泊施設の客室空気中には多様

な揮発性有機化合物が存在することが確認された。

特にアルデヒド類およびケトン類の寄与が大きい

ことから，これらの成分が室内空気質の特徴を規

定する主要因であると考えられた。 
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D2．発生源に関する考察 

検出された成分の発生源としては，以下の 2 つ

の要因が考えられた。 

施設由来要因：建材，内装材，接着剤等 

利用者由来要因：宿泊者の生活行動，持ち込み物

品，化粧品・香料製品等 

脂肪族アルデヒド類については，建材由来に加

え，ヒトの皮脂の酸化や呼気，香料製品等に由来

することが知られていることから，利用者の滞在

状況の影響を強く受けた可能性が示唆された。ま

た，客室が同等仕様であるにもかかわらず濃度差

が認められたことから，空気環境は建築条件より

も利用状況に依存する側面が大きいと考えられた。 

D3．生活行動の影響 

アセトンや芳香族炭化水素類の検出は，宿泊者

の呼気，化粧品，整髪料，日用品等の使用に由来す

る可能性があり，宿泊施設の空気環境は利用者の

生活行動を反映しやすい特徴を有すると考えられ

た。 

また，客室間のばらつきは，滞在時間，換気条

件，使用製品の違いなど複数の要因が複合的に影

響した結果であると推察された。 

D4．衛生管理上の意義 

今回の調査では，宿泊施設の客室空気中におい

て，多様な揮発性有機化合物が検出されたものの，

全体として著しい高濃度汚染は認められず，調査

時点における客室空気環境は概ね良好に維持され

ていると考えられた。 

ただし，宿泊施設の客室では，利用者の行動や

滞在条件の違いによって空気中成分が変動しやす

く，短期間の単回測定だけでは発生源の特定や管

理要因の抽出が難しい場合がある。したがって，

今後は，宿泊者の滞在状況，使用製品，換気条件，

清掃直後・滞在中・退室後といった時間軸も含め

た調査を進めることで，より実態に即した衛生管

理手法の構築につながると考えられる 1-3)。 

 

E．結論 

本研究では，宿泊施設の客室における空気中揮

発性成分の実態把握を目的として，TD-GC/MS

を用いた測定を実施した。その結果，客室空気中

からアルデヒド類，ケトン類，芳香族炭化水素類

など多様なVOCが検出され，とくにノナナール，

デカナール等の脂肪族アルデヒド類の寄与が比

較的大きいことが示された。 

また，客室間で成分濃度に差が認められたこと

から，宿泊施設の空気環境は建築仕様のみならず，

宿泊者の生活行動や持ち込み物品等の影響を強

く受ける可能性が示唆された。一方で，今回の調

査では，客室空気環境は概ね良好に維持されてい

ると考えられた。 

宿泊施設は不特定多数が利用する空間である

ことから，快適性と衛生性の両立のためには，日

常的な清掃・換気・消臭等に加え，必要に応じた

化学物質の実態把握を組み合わせた空気環境管

理が重要である 1-5)。今後は，調査対象施設数や

測定条件を拡大し，より実践的な衛生管理指標の

整備につなげていく必要がある。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

  なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 
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  なし 
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 (µg/m
3
) 

sample 

1 2 3 4 5 

n-hexane n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
n-octane n.d. 15 0.52 0.55 n.d. 
n-nonane 0.49 20 0.45 0.57 0.17 
n-decane 0.05 n.d. n.d. n.d. n.d. 

n-undecane 0.26 n.d. n.d. 0.19 0.50 
n-tridecane 0.58 n.d. n.d. 0.66 0.62 
n-tetradecane 0.12 n.d. n.d. 0.13 0.14 
2,2,4-trimethylpentane 0.11 n.d. 0.07 0.00 0.01 
benzene 1.1 2.3 1.7 1.7 1.1 
toluene 5.7 18.1 6.6 6.4 6.1 

ethyl benzene 0.4 0.6 0.7 0.6 0.4 
m-xylene 1.0 1.5 1.4 1.1 0.9 
styrene 7.4 16.0 20.2 10.7 9.7 
1,3,5-trimethylbenzene (mesitylene) 2.9 n.d. n.d. 1.2 1.4 
1,2,4-trimethylbenzene n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
1,2,3-trimethylbenzene n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 

1,2,4,5-tetramethylbenzene (Duren) n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
1,1,1-trichloroethane 0.13 n.d. 0.12 0.15 0.17 
trichloroethylene 0.35 n.d. 0.60 0.66 0.66 
tetrachloroethylene 0.84 n.d. 1.07 1.29 1.69 
p-dichlorobenzene n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 
chloroform n.d. 0.38 0.07 0.13 0.08 

1-nonanal (nonylaldehyde) 5.9 70 60 12 223 
1-decanal (capric aldehyde) 13.7 n.d. 16 14 16 
2,4-dimethylpentane 0.30 1.35 n.d. n.d. n.d. 
dichloromethane n.d. 0.22 0.04 0.07 0.04 
1,2-dichloropropane 1.8 n.d. 1.7 1.6 1.9 
methylisobutyl ketone (4-methyl-2-pentanone) 1.26 0.23 n.d. 0.01 0.04 

acetone 15.2 11.5 11.3 8.0 5.3 

  60 157 123 61 270 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究 

旅館等における特定感染症対応の標準化に関する研究 

COVID-19 パンデミック時の課題検討、特定感染症有症者時の具体的基準案の作成 

 

研究協力者  石黒 信久  ソフィア北円山クリニック 

研究分担者  黒須 一見  国立健康危機管理研究機構 国立感染症研究所 薬剤耐性研究センター 

主任研究員 

研究代表者  開原 典子  国立保健医療科学院 建築・施設管理研究部  上席主任研究官 

 

研究要旨 

(1) 旅館等における特定感染症対応の標準化を目的に、感染経路・感染力・有症者等の定義を整理し、

関連文献と行政計画（新型インフルエンザ行動計画等）を検討した。発熱・咳・咽頭痛などの呼吸

器症状を中心とする宿泊客スクリーニング基準を提示し、国内外の流行状況に応じて、宿泊可否判

断、室内待機・受診勧奨、物品確保・職員教育・連携手順などからなる具体的な対策案を具体化し

た。 

(2) 日本では 2023 年 5 月 8 日、COVID-19 の感染症法上の分類が「新型インフルエンザ等感染症（2 類

相当）」から「5 類感染症」に変更され、サーベイランスは全数報告から定点報告へ、検査・治療費

は公費から保険診療へ移行した。12 病院 13,812 例の解析では、下水中 SARS-CoV-2 濃度と週当た

り新規患者数に強い相関を認めた（2 類相当期間 r=0.8321、5 類感染症期間 r=0.7501）。さらに、

自治体など広域流域の下水データの方が、病院所在流域の下水データより相関が強かった。公開さ

れている自治体下水データを活用すれば、自施設の COVID-19 症例数の推計や、下水濃度と院内感

染者数の比較による感染対策の評価が可能である。 

本分担では、下記の 2 点について研究を実施した。 

1． 旅館等における特定感染症対応の標準化に関

する研究 

2． SARS-CoV-2 下水サーベイランスを活用した

COVID-19 感染対策の有効性評価 

各内容について目的、方法、結果、考察、結論を

記載する。 

 

１．旅館等における特定感染症対応の標準化に

関する研究 

A1．研究目的 

特定感染症（一類感染症、二類感染症、新型イ

ンフルエンザ等感染症、新感染症、指定感染症）

有症者等の具体的基準案を策定するため、感染経

路・感染力・有症者等の定義を整理し、必要な情

報収集・情報整理を行う。さらに、流行状況に応

じた、特定感染症対策の基本的考え方と具体案を

検討する。 

 

B1．研究方法 

特定感染症について、感染経路、感染力、発生

状況、主な臨床症状を整理し、感染者を効率的に

発見するための有効な方法を検討する。 

 

C1．研究結果 

(1)注目すべき特定感染症とそのスクリーニング 

 国内で発生又は持ち込まれる可能性が高い特

定感染症は、結核、中東呼吸器症候群(MERS)、鳥
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インフルエンザ(H5N1 及び H7N9)、将来的に発生

が懸念される新型インフルエンザと考えられた

（表１）。これらはすべて呼吸器感染症であり、

主な症状は発熱及び呼吸器症状である（表２）。

したがって、これらの症状に着目したスクリーニ

ングにより、特定感染症患者を効率的に発見でき

ると考えられる（表３）（別添１）。 

(2)特定感染症への対応 

 本研究班では、(A)「特定感染症を意識した平

時からの準備」、(B)「国内外で特定感染症の発生

が報告されるなど、感染対策を強化する必要があ

る状況」、(C)「状況にかかわらず、発熱や呼吸器

症状のある者が発生した場合の対応」の 3 つの対

応に整理する（表４）。なお、これらの対応には法

令上の根拠は無く、任意で行われるものとなる。 

(3) 宿泊予定者の発熱および呼吸器症状スクリ

ーニング（図１） 

 宿泊予定者が来館した際には、以下の症状の有

無を確認する。(1)37.5 度以上の熱（ただし、平

熱が 37.5 度を超える者は除く）、(2)周囲の人が

気になるほどの強い咳、(3)本人が不快に感じる

咽頭痛の有無を確認する。 

 いずれにも該当しない場合には、通常どおり宿

泊可能とする。(1)～(3)のいずれかに該当し、か

つ症状の程度が通常と異なる場合には、下記(a)

～(c)のいずれかの対応を行う。(a)宿泊は可能と

するが、基本的に室内で過ごし、症状が改善した

時点で通常の宿泊に移行する、(b)医療機関を受

診し、医師の指示を受ける、(c)宿泊者が(a)ある

いは(b)のいずれにも協力しない場合、施設等の

約款や明示されたルールを提示し、協力を求める。

なお、同伴者に症状がなければ通常通り宿泊でき

る。ただし、症状を有する宿泊者に付き添う場合

は、その行動を共にすることになる。 

(4)協力の求め 

 旅館業法において、感染症患者に対する宿泊拒

否や協力の求めを限定的に規定しているところ

である。このため、本フローチャートでは、37.5℃

以上の発熱、周囲が気に留めるほどの激しい咳、

本人が苦痛を訴える咽頭痛があるにもかかわら

ず、室内待機や医療機関受診への協力を拒む宿泊

者に対しては、「施設等の約款や明確に示された

ルールを示し、協力を求めることができる」とし

ている（図１）。 

(5)感染拡大防止策とその根拠 

 結核は「空気感染」を起こす代表的な感染症で

あり、その感染成立は源患者の感染性、接触時間、

近接度、換気状況に依存する。特に換気不良の屋

内で感染性の高い患者と長時間接触するほど、感

染リスクは高まる。接触追跡の実務では、閉鎖空

間での 8 時間曝露や月 120 時間といった条件が

リスク層別の目安として用いられてきた(文献1)。

鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザは、近

距離の飛沫、短距離エアロゾル、ならびに接触（環

境表面を介する間接接触を含む）によって伝播し

得るが、現時点での H5N1/H7N9 に関するヒト－ヒ

ト伝播は限定的であり、持続的な伝播成立の証拠

はない(文献 2,3)。中東呼吸器症候群（MERS）の

流行は、主にヒトコブラクダからの散発的感染と

医療機関内での集団発生によって生じ、家庭内二

次感染は数％程度にとどまり、持続的なヒト－ヒ

ト伝播は確認されていない。医療機関では近距離

飛沫・接触による伝播が中心であり、環境表面を

介した伝播の関与も示唆されている(文献 4)。 

 したがって、スクリーニングで発熱や呼吸器症

状が認められた宿泊予定者については、空気の流

れ（主流）がコントロールされた室内で過ごし、

部屋の出入り時にアルコール性手指消毒薬で手

指衛生を行い、室外に出る際にはサージカルマス

クを着用すれば、仮に特定感染症であっても伝播

拡大の源となる可能性は低いと考えられる。 

 発熱や呼吸器症状がある宿泊予定者に対応す

る従業員は、サージカルマスクを着用し、対応後

にはアルコール性手指消毒薬または流水と石け

んで手指衛生を行う必要がある。そのためには、

適切な資機材の準備と日常的な訓練が欠かせな

い。また、結核の可能性が高いと判明した宿泊予

定者に対応する場合には、N95 マスクの着用が望

ましい。N95 マスクの性能を十分に発揮させるた

めには、事前のフィットテストや着用訓練が不可

欠である。 

(6)流行状況に応じた準備と対応 
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 平時から準備を行うことが何よりも重要であ

る。主な準備項目は以下のとおりであり、各項目

についての具体的な対策を表５に示した。①施設

内の連絡体制の整備、②業務手順書の整備、③設

備・換気の状況の把握、④事業継続計画（BCP）の

整備、⑤感染対策に必要な物品の備蓄、⑥館内の

感染リスクの把握、⑦ゾーニングと動線の検討、

⑧情報収集方法の整備、⑨教育・研修の実施、⑩

清掃・消毒体制の整備、⑪体調不良者が利用した

客室への対応を準備、⑫リネン類取扱いの整理、

⑬食事提供時対応の整理、⑭大浴場・共用施設対

応の整理。 

 従業員および宿泊客の健康確認表を適宜活用

する（表６，７）。 

(7) WHO 及び本邦における新型インフルエンザの

警戒フェーズとの比較 

 令和 4 年 6 月 30 日の新型インフルエンザ等対

策ガイドラインでは、未発生期、海外発生期、国

内発生早期、国内感染拡大期、小康期の 5 段階分

類が用いられてきたが、本研究班では運用上の簡

便性を考慮し、よりシンプルな 3 つの対応を採用

した。WHO および厚生労働省が提唱した新型イン

フルエンザの 5 段階分類(文献 5)と、本研究班で

提唱する 3つの対応を比較検討した（図２、３）。 

 

D1．考察 

 2024 年の年間訪日外客数は約 3,687 万人に達

し、コロナ禍前の 2019 年（3,188 万人）を上回っ

て過去最高を記録した。日本政府は、観光を「成

長産業」と位置づけ、訪日外国人の増加を目指す

政策を推進している。こうした状況下で、旅館等

において特定感染症患者を効率的に発見し、周囲

への感染拡大を防止するためには、どのような手

段を講じるべきかを検討した。特定感染症の国内

外における発生状況を踏まえると、結核、鳥イン

フルエンザ(H5N1 及び H7N9)、さらには将来的に

発生が懸念される新型インフルエンザなどが、真

に警戒すべき感染症であると考えられた。これら

はいずれも発熱や呼吸器症状を主な臨床症状と

する呼吸器感染症であるため、発熱及び呼吸器症

状に着目したスクリーニングを実施することに

より、特定感染症患者を効率的に発見できると考

えられた（図１）。 

 特定感染症の感染対策を合理的かつ効率的に

運用し、医療体制を維持しながら社会経済への混

乱を最小限に抑えるためには、流行状況に応じた

対応策が不可欠である。本研究班がこれまでに実

施してきた、旅館等における新型コロナウイルス

感染症のアウトブレイク介入事例をもとに、3つ

の対応を策定した。「特定感染症を意識した平時

からの準備」の目的は、特定感染症の流行が確認

されていない段階から必要な体制を整えておく

ことであり、特定感染症発生時の混乱を防ぐ基盤

となる。「平時であっても、発熱や呼吸器症状の

ある者が発生した場合の対応」の目的は、特定感

染症の拡大を防止することである。「国内外で特

定感染症の発生が報告されるなど、感染対策を強

化する必要がある状況」では、施設が自主的に感

染対策を強化し、必要な範囲で対応を調整する。

宿泊施設は旅館業法および行政通知を踏まえ、地

域の状況を確認しながら、組織として対応するこ

とが重要である。今後、旅館等で現在使用されて

いる感染対策マニュアル等を参考にすることで、

より具体的かつ実践的な対策案の策定が可能に

なると考えられる。 

 

E1．結論 

 旅館等において宿泊客から特定感染症患者(疑

い例を含む)をスクリーニングする方法、特定感

染症の流行状況に応じた対策の具体案を作成し

た。今後は、研修資料を作成し、旅館業関係者へ

の研修を実施することで、これら具体案の実用性

および有効性を評価したい。 

 

２．SARS-CoV-2 下水サーベイランスを活用した

COVID-19 感染対策の有効性評価 

A2．研究目的 

 2023 年 5月 8日に COVID-19 が 2類感染症相当

から 5 類感染症に変更されたことに伴い、COVID-

19 感染者の把握が全数報告から定点報告へ移行

した結果、流行状況の把握が難しくなった。受診

行動や検査数の影響を受けず、無症状感染者を含
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めた感染状況を反映できる特徴をもつ下水サー

ベイランスは、定点報告を補完するツールとして

近年注目されている。 

 先行研究では、COVID-19 が 2 類感染症相当と

して扱われていた期間に、札幌市の下水中 SARS-

CoV-2 RNA 濃度と北海道大学病院の新規 COVID-

19 症例(計 1,509 例)との間に高い相関（Pearson

相関係数 r = 0.8823）が認められた(文献 7)。 

 本研究では、観察期間を 2 類相当期間に加え

て 5 類感染症まで延長し、対象を市内 12 病院に

拡大して、同様の相関が認められるかを検証する

とともに、下水サーベイランスが院内感染対策の

評価に活用可能かを検討した。 

 

B2．研究方法 

(1)観察期間：期間 A は、COVID-19 が 2 類感染症

相当と扱われていた 2021 年 2 月 15 日～2023 年

2 月 26 日とした。期間 B は、COVID-19 が 5 類感

染症へ移行した 2023 年 5 月 8 日～2023 年 10 月

1 日とした。 

(2)下水中の SARS-CoV-2 RNA 濃度：札幌市では、

市人口の約 50％を対象とする 5 つの下水処理区

域の流入下水を週 3 回採水し、EPISENS-S 法で

SARS-CoV-2 RNA 濃度を定量している(文献 8)。各

週に得られた 15 検体（5 区域×週 3 回）の測定

値から幾何平均を算出し、その結果を毎週公表し

ている。本研究では、この公開データを用いた。 

(3)医療機関：市内 12 病院を対象に、医療従事者・

外来患者・入院患者の COVID-19 新規症例データ

（計 13,812 例）を収集し、入院症例は持ち込み

例と院内感染例に分類した。また、各施設で実施

している院内感染対策に関する情報も収集した。

（北大病院臨床研究 023-0416） 

 

C2．研究結果 

(1)下水中の SARS-CoV-2 濃度と 12 病院の週別新

規 COVID-19 症例数との間には強い相関を認めた

（期間 A、Pearson 相関係数 r = 0.8321；期間 B、

r = 0.7501）。（図４、５） 

(2)5 つの処理区域における下水中 SARS-CoV-2 

RNA 濃度は、病院が位置する処理区域における濃

度よりも、病院の COVID-19 新規症例数との相関

が高かった。（図６（１）、（２）） 

(3)下水中 SARS-CoV-2 濃度を基準として COVID-

19 に院内感染した入院患者数を比較すると、統

計的に有意ではないが期間 B で減少していた。

（図７） 

(4)期間 A および期間 Bを通じて、12 病院すべて

において以下の対策が一貫して実施されていた。

①入院時の症状スクリーニング、②症状を有する

入院患者に対する SARS-CoV-2 検査、③COVID-19

患者の隔離またはコホート化、④COVID-19 患者

の同室者の隔離および観察、⑤医療従事者および

入院患者のマスク着用、⑥医療従事者がCOVID-19

に感染した場合の一定期間の勤務禁止、⑦COVID-

19 患者と濃厚接触した医療従事者の勤務規制。

一方、期間 Bでは多くの病院で、⑧入院時の SARS-

CoV-2 スクリーニング、⑨面会制限、⑩患者の外

出および宿泊の制限等の対策が中止されたが、こ

の期間において院内感染を起こした入院患者の

増加は認められなかった。以上より、対策①～⑦

が院内感染の抑制に重要な役割を果たしたと考

えられた（表８）。 

 

D2．考察 

 市全体の 5 つの集水域からの都市下水中の

SARS-CoV-2 RNA 濃度の幾何平均は、病院が所在

する個々の集水域のSARS-CoV-2 RNA濃度よりも、

病院での COVID-19 新規症例数と強い相関関係を

示した。少なくとも 2 つの理由が考えられる。第

1 の理由は、医療従事者、外来患者、入院患者（持

込）が集水域を超えて市全体から来ていることが

考えられる。第 2 の理由は、下水中の SARS-CoV-

2 RNA の週ごとの測定数が多いほど、COVID-19 症

例数との相関が強くなることが考えられる(文献

9)。 

E2．結論 

 自治体の下水サーベイランスデータを用いて、

病院における COVID-19 症例数を推定できる。さ

らに、下水中 SARS-CoV-2 濃度を基準として院内

感染患者数を比較することで、COVID-19 院内感

染対策を評価することが可能である。 



- 61 - 

F．研究発表 

１．論文発表 
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２．学会発表 
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G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 
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表 １  日 本 で発 生 あるいは持 ち込 まれる可 能 性 が高 い感 染 症  

疾患 国内外における発生状況 
参考資

料 

結核 ・2023 年の新登録患者 10,096 例（人口 10 万対 8.1） 6) 

MERS 

・中東地域で継続流行し，帰国後発症例が世界各国で毎年報

告と記載されている。 

・NIID リスク評価（2019）で「観光ビザ解禁に伴い邦人の渡

航が増加し、輸入リスク上昇」と評価されている。 

7,8) 

鳥 イ ン フ ル エ

ンザ H5N1 

・2024-25 年シーズン，国内家きん・野鳥検出が過去最多・

NIID リスクアセスメント（2024-04-17 改訂）で「海外・

国内とも散発ヒト感染の可能性あり。曝露者は低～中リス

ク」と評価されている。 

10) 

鳥 イ ン フ ル エ

ンザ H7N9 

・中国を中心にヒト感染が継続的に報告・NIID リスクアセス

メント（2023-12-08 更新）で「日本人渡航者の感染リス

クは低～中。受診時に家きん接触歴の聴取が必須」と評価

されている。 

11) 

新 型 イ ン フ ル

エ ン ザ 等 感 染

症 

・政府行動計画（2024 全面改定）が「国境を越えてグロー

バルに広がるリスク」を前提に全省庁・事業所の行動を規

定しており、国として常時“発生を想定”している。 

12) 

 

表 ２  日 本 で発 生 あるいは持 ち込 まれる可 能 性 が高 い感 染 症 の主 要 症 状  

疾患 国内外における発生状況 参考資料 

結核 2 週間以上続く咳や微熱 13) 

MERS 典型像は発熱・咳嗽で始まる。 14) 

鳥インフルエンザ 

H5N1/H7N9 
38 度以上の発熱と急性呼吸器症状を呈する。 15) 

インフルエンザ様疾

患(ILI)の定義 
最近 10 日以内に発症した 38 度以上の発熱と咳込み 16) 
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表 ３  特 定 感 染 症 の特 徴 と旅 館 業 法 で注 意 すべき感 染 症  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※黄色マーカーは旅館業法で注意すべき感染症 

 

表 ４  特 定 感 染 症 への対 応  

A 特定感染症を意識した平時からの準備 

B 
国内外で特定感染症の発生が報告されるなど、感染対策を強化する必

要がある状況 

C 状況にかかわらず、発熱や呼吸器症状のある者が発生した場合の対応 
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表 ５  流 行 状 況 に応 じた対 策  
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表 ６  従 業 員 健 康 確 認 表  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ７  宿 泊 客 健 康 確 認 表  
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表 ８  5 類感染症に移行後も各施設で継続している感染対策と中止した感染対策 
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図 1 宿 泊 予 定 者 の発 熱 および呼 吸 器 症 状 スクリーニング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２  WHO の新 型 インフルエンザにおける警 戒 フェーズ (2009)との比 較  
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図 ３  本 邦 における新 型 インフルエンザ対 策 行 動 計 画  (2009)との比 較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４  札 幌 市 内 12 病 院 における COVID-19 罹 患 者 数 と下 水 中 SARS-CoV-2 RNA 濃 度 の推 移  
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図 ５  期 間 A および期 間 B における札 幌 市 内 12 病 院 の COVID-19 罹 患 者 数 と 

下 水 中 SARS-CoV-2 RNA 濃 度 の相 関  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６ （ １ ）  病 院 が位 置 する処 理 区 域 における下 水 中 SARS-CoV-2 RNA 濃 度 と 

COVID-19 新 規 症 例 数 の相 関  
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図 ６ （ ２ ）  全 処 理 区 における下 水 中 SARS-CoV-2 RNA 濃 度 と COVID-19 新 規 症 例 数 の相 関  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ７  医 療 従 事 者 、外 来 患 者 、入 院 患 者 の COVID-19 新 規 症 例 数 と下 水 中 SARS-CoV-2 RNA 濃 度  
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究 

シネマコンプレックス室内微生物環境の評価 

 

研究分担者  柳   宇  工学院大学 建築学部            教授 

研究代表者  開原 典子  国立保健医療科学院 建築・施設管理研究部  上席主任研究官 

 

研究要旨 

シネマコンプレックスにおける室内生菌と BP の測定結果から、2024 年夏期に付着真菌が多く検

出された J 映画館では 2025 年夏期においても同様の傾向が認められた。落下細菌および落下真菌は

いずれの測定時期（2024 年夏期、2025 年冬期および夏期）においても 10 cfu/(皿･h)以下であった。

また、BAS の測定値から推定したスクリーン 1 およびスクリーン 2 の映画上映中の浮遊細菌濃度の

平均値は、それぞれ 129 cfu/m3と 171 cfu/m3であった。 

A．研究目的 

近年導入が進む 4D 映画館において、上映中の

浮遊微粒子、浮遊細菌・真菌、および付着細菌・

真菌の測定結果が報告されている。しかし、日本

に多数存在する従来型のシネマコンプレックスに

おける上映中の室内環境に関する実態データは依

然として不足している。特に、映画館内の微生物

汚染を適切に評価するためには上映中の浮遊微生

物測定が望ましいが、測定機器の動作音が観客の

鑑賞に影響を及ぼすため、実施は困難である。こ

のため、従来は落下菌法による評価が行われてき

たが、本手法は簡便である一方、空調・換気によ

る気流の影響を受けやすく、浮遊菌の実態を正確

に反映しないという課題がある。 

本研究では、映画館内の微生物実態を調査する

とともに、上映時にバイオエアロゾルセンサ

（BAS）を用いた測定を実施した。さらに、その

測定値に基づき浮遊細菌濃度の推定を行った。 

 

B．研究方法 

 2024 年夏期に、東京都 F 映画館、静岡県 G 映

画館、鹿児島県 H 映画館、岡山県 I 映画館、広

島県 J 映画館、愛知県 K 映画館、神奈川県 L 映

画館の計 7 館において室内環境測定を実施した。 

また、夏期に浮遊微生物濃度および落下・付着

微生物量が特に高かった F、H、J の 3 館につい

ては、2025 年冬期（2 月）にも同様の測定を実

施した。 

さらに、これらのうち特に付着真菌数が多かっ

た J 映画館については、2025 年夏期にも追加測

定を行い、経年変化特性について検討した。 

B1．落下細菌・真菌 

落下細菌には SCD 培地、落下真菌には DG18

培地を使用した。測定位置はスクリーン前方の座

席および後方座席横の床面とし、映画上映開始時

から 1 時間ばく露を行った。培養条件は、SCD 培

地は 32℃で 2 日間、DG18 培地が 25℃で 5 日間

とした。 

B2．付着細菌・真菌 

 人の歩行の影響を避けるため、各映画の上映終

了後に、落下菌測定箇所周辺の座席下の床面から、

デガダーム・トランスペアレント・ドレッシング

テープ（面積：23 cm2）を用いて付着微生物を採

取した。採取したテープは実験室に持ち帰り、

SCD および DG18 培地へ転写し、それぞれ上記

と同条件で培養した。 

B3．浮遊細菌・真菌 
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 浮遊細菌および浮遊真菌は映画上映中に測定

できなかったため、上映前後にスクリーン前方お

よび後方にて、バイオサンプラ（MBS-1000）を

用いて 1 分間（100 L）のエアサンプリングを実

施した。使用培地および培養条件は落下・付着菌

と同様である。 

B4．バイオエアロゾル粒子 

 前述の落下細菌の 1 時間測定に合わせて、BAS

による 1 分間隔の連続測定（計 1 時間）を実施し

た。 

 

C．研究結果 

C1．落下細菌・落下真菌 

 落下細菌および落下真菌の測定結果を図 1に示

す。2024 年夏期および 2025 年冬期・夏期のいず

れにおいても、全体として落下菌数は 10 cfu/ 

(皿・h) 以下であった。また、冬期と比較して夏

期の方が落下菌数は若干多くなる傾向が確認され

た。 

 

図 1 J 映画館の落下細菌と落下真菌 

 

C2．付着細菌・付着真菌 

図 2 に付着細菌の測定結果を示す。2025 年夏

期には高い値を示す傾向が確認され、最大値は

610 cfu/(23cm2)であった。一方、それ以外では、

全体として 200 cfu/(23 cm2)以下であった。 

図 3 に付着真菌の測定結果を示す。2025 年 8

月には高い値が多く見られ、最大値は 2033 cfu/ 

(23cm²)であった。また、冬期と比較して夏期の

方が付着真菌数は多くなる傾向が確認された。最

大値を示した試料では、Yeast が優占的に検出さ

れたほか、2024 年夏期と同様に Wallemia 属が

多く検出された。一方、2024 年夏期には

Aspergillus 属が多く検出されたが、2025 年夏期

では低い値であった。 

 

図 2 J 映画館の付着細菌 

 

図 3 J 映画館の付着真菌 

 

C3．浮遊細菌・浮遊真菌 

 前述の通り、浮遊菌測定用サンプラは作動音が

大きいため、映画上映中の測定は実施できなかっ

た。ここでは参考として、映画上映前後における

スクリーン前方および後方の浮遊細菌濃度および

浮遊真菌濃度の測定結果を図 4 と図 5 に示す。 

浮遊細菌については、冬期より夏期の方が高濃

度を示す傾向が確認された。浮遊真菌についても
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同様の傾向が確認された。また、2024 年夏期と

2025 年夏期の間には濃度差が大きいことが確認

された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 J 映画館の浮遊細菌 

 

図 5 J 画館の浮遊真菌 

 

C4．バイオエアロゾル粒子 

 2025 年 8 月の測定では、初めて BAS を用いて

スクリーン 1（S1）およびスクリーン 2（S2）を

対象に測定を行った。両スクリーンの概要は以下

に示す通りである。 

S1 上映時間： 8:10–10:20、規模：130 席 

S2 上映時間：10:50–13:35、規模：310 席 

図 6 に S1、図 7 に S2 における粒径別 BP 濃度

の測定結果を示す。 

S1 では、映画上映前に 1.0–2.0 µm、2.0–5.0 

µm、特に>5.0 µm の BP 濃度が大きく変動し、

上映中より高い濃度を示した。S2 においても同

様の傾向が見られ、映画上映前に 1.0–2.0 µm、

2.0–5.0 µm、特に>5.0 µm の BP 濃度が大きく変

動し、上映中より高い濃度を示した。また、席数

の多い S2 では、>1.0 µm の BP 濃度は S1 と比

較して顕著に高かった。 

図 8 に S1 および S2 における上映前および上

映中の総 BP 濃度の分布と検定結果を示す。各群

間の差の有意性を検討するため、統計ソフト

IBM SPSS Statistics Ver. 29 を用いてマン・ホ

イットニーの U 検定を実施した。図 8 に示す通

り、両スクリーンにおいて上映前の BP 濃度は上

映中と比較して有意に高かった。また、S2 で

は、上映前および上映中のいずれにおいても S1

より BP 濃度が高い結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 S1 映画上映中の BP 濃度の経時変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 S2 映画上映中の BP 濃度の経時変化 
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図 8 スクリーン上映前（S1、S2）と上映中（S1’、S2’）の

バイオエアロゾル濃度分布 

 

D．考察 

 落下菌について、落下細菌よりは落下真菌が少

し多いが、両方とも 10 cfu/(皿･h)以下であった。

日本においては、映画館に関する落下菌の基準は

ない。学校の設計規準は落下細菌と落下真菌がと

もに 10 cfu/(皿･5 分)以下、食品工場落下菌（細菌

と真菌を分類せず）は 30 cfu/(皿･20 分)以下、化

粧品工場と医薬品工場は 20 cfu/(皿･10 分)以下６）

に比べると、本研究の測定結果は低い値を示して

いる。これは、測定は映画上映時間であるため、

人の動きは殆どなく、多くの浮遊菌は空調・換気

の気流によって還気口に流れていたと考えられ

る。 

 付着菌については、食品工場の 30 cfu/(25cm2)

以下、化粧品工場と医薬品工場の 25 cfu/(25cm2)

以下６）に比べると、本研究の結果では顕著に多か

った。これは、食品工場、化粧品工場、医薬品工

場は清潔環境（クリーンルーム）であり、床面の

衛生管理がなされているため、付着菌の基準値は

低く設定されている。本研究調査の対象は興行場

に分類される映画館であり、その付着菌が多かっ

たと思われる。また、季節別では、冬期より夏期

の付着菌量が多かった。さらに、例えば、2025 年

夏期に屋外空中から検出されなかった Wallemia

属真菌は床面に多く付着しており、上映前後の浮

遊菌の測定結果でも優占菌であることから、床面

堆積している真菌は空中へ飛散したものと推察

される。写真 1 に培地の例を示す。 

柳らの既往研究では、BAS による測定値 X と

培養法による浮遊細菌濃度 Y の間に、以下の関

係が報告されている５）。 

Y＝0.0038X          （1） 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 付着真菌（左）と浮遊真菌（右） 

 

 式（1）を用いて算出した S1 および S2 におけ

る映画上映前および上映中の浮遊細菌濃度の予

測値を図 9に示す。上映前の予測値の中央値はそ

れぞれ 274 cfu/m3と 435 cfu/m3であり、浮遊細

菌の実測値（30 cfu/m3および 260 cfu/m3）の約

9 倍と 1.7 倍であった。この差の一因として、予

測値は約 20 分間の平均値に基づいて算出された

のに対し、実測値はそのうちの 1 分間の測定値で

あることが影響していると考えられる。また、式

（1）を用いて算出した S1 および S2 における映

画上映中の浮遊細菌濃度の中央値は、それぞれ

129 cfu/m3と 171 cfu/m3であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 映画上映前（S1、S2）と上映中（S1’、S2’）室内

浮遊細菌濃度推測値 
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E．結論 

シネマコンプレックスにおける室内生菌およ

び BP の測定結果から、以下の知見が得られた。 

1） 2024 年夏期に付着真菌が多く検出された J

映画館において、2025 年夏期においても同

様の傾向が確認された。 

2） 落下細菌および落下真菌は、2024 年夏期、

2025 年冬期および夏期のいずれにおいても

10 cfu/(皿･h)以下であった。 

3） BAS の測定値から推定した S1 および S2 の

映画上映中の浮遊細菌濃度は、それぞれ 129 

cfu/m3と 171 cfu/m3であった。 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究 

中規模映画館の上映中の観覧場の環境衛生及び衛生器具利用に関する調査 

研究代表者  開原 典子  国立保健医療科学院 建築・施設管理研究部  上席主任研究官 

研究分担者  柳   宇  工学院大学     建築学部        教授 

研究分担者  戸次加奈江  国立保健医療科学院 生活環境研究部     上席主任研究官 

 

研究要旨 

興行場における衛生環境の確保に資する科学的知見の蓄積が求められている。本研究では、映画館

を対象として観覧場内の空気環境に関する追跡調査を実施するとともに、映画館における便所利用実

態の現場調査及び全国自治体を対象とした便所設置基準に関するアンケート調査を実施した。 

観覧場内の空気環境については、2024 年夏季及び 2025 年冬季の調査結果を踏まえ、継続的な把握

が必要と考えられた施設を対象として追跡調査を実施した。その結果、温度及び二酸化炭素濃度は概

ね安定して管理されており、満席に近い利用状況において一時的に二酸化炭素濃度が上昇する場合が

みられたものの、全体としては換気が機能していることが確認された。また、過年度調査と比較して

も空気環境に大きな変化は認められなかった。 

映画館における便所利用実態調査では、上映終了時刻付近に女子便所利用者が集中し、一時的な行

列が発生する状況が確認された。しかし、上映スケジュールや観覧場への入場管理により施設内の人

の流れは一定程度制御されており、調査対象施設では衛生器具数の不足が明確な問題となっている状

況は確認されなかった。このことから、映画館における便所利用は短時間に集中する特徴を有するも

のの、施設運営により一定程度調整されていることが示された。 

自治体アンケート調査では、準則と異なる便所設置基準を採用している自治体や、具体的な数値基

準を規定していない自治体が多くみられた。特に、観覧室の床面積よりも入場者数や収容定員を基礎

として便器数を定める考え方が広く採用されていた。また、多くの自治体において、興行場の特性や

利用実態に応じた柔軟な運用が行われていることが確認された。 

以上より、興行場における衛生環境の確保に当たっては、設備基準による評価に加え、施設の利用

実態や運用状況を踏まえた評価が重要であることが示された。 

 

 

A．研究目的 

A1. 観覧場内の温湿度・二酸化炭素濃度及び浮遊

粒子 

 興行場法の許可施設には、多様な用途があり、

観客や演者が安全で安心できる観覧場の衛生環境

を整える必要がある。しかしながら、興行中の測

定は観客や演者に配慮する必要があるため実態の

把握が難しい。各自治体の条例施行細則等に定め

る空気環境の基準は、厚生労働省が示す技術的助

言（「興行場法第２条、第３条関係基準条例準則」）
1）を参考としており、機械換気設備の管理や二酸

化炭素濃度、浮遊粉じん量、空中落下細菌数、温

度・相対湿度等について一定の基準が示されてい

る。しかし、現在の技術的助言では、十分に想定さ
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れていない新たな興行内容も生まれていることか

ら、室内環境への影響や衛生管理を踏まえた衛生

基準の情報整備が必要になっている。本調査では、

興行場のうち、映画館を軸として、観覧場の温熱

環境を含む多面的な衛生管理の実態を把握し、エ

ビデンスを集積することを目的としている。特に、

建築物衛生法における特定建築物（延べ床面積

3,000 ㎡以上）に該当する大規模なシネマコンプ

レックスについては既に測定実績がある一方で、

それ以外の規模の映画館については知見が十分で

はない。そこで本研究では、特定建築物には該当

しないものの、一定のスクリーン数と客席数を有

し、地域の主要な興行拠点となっている延べ床面

積 3,000 ㎡未満の映画館を対象とした。本研究で

はこれらを「中規模映画館」と位置づけ、規模や地

域、運営企業の違いが衛生環境に及ぼす影響を把

握し、興行場における衛生的な環境確保に資する

基礎資料の整備を図る。さらに、継続的な調査に

より季節変動及び経年的な変化を把握するため、

2024 年夏季に実施した 7 施設の調査及び 2025 年

冬季に実施した 3 施設の追跡調査に引き続き、

2025 年夏季には施設 J を対象とした追跡調査を

実施した。本報告では、観覧場内の温度、相対湿

度、二酸化炭素濃度及び浮遊粒子の測定結果を整

理し、中規模映画館における空気環境の実態につ

いて検討する。 

 

A2．興行場における便所設置基準の実態と運用 

 興行場における便所の設置基準については、各

自治体の条例施行規則等において、厚生労働省が

示す技術的助言（「興行場法第２条、第３条関係基

準条例準則」）を参考として定められている。しか

しながら、これらの基準が実際の利用状況や施設

の運用実態とどのように対応しているかについて

は、十分な知見が蓄積されていない。 

映画館等の興行場では、上映終了後等の特定の

時間帯に便所利用が集中することが知られている

が、衛生器具の利用実態に関する調査事例は限ら

れている。また、興行場法に基づく便所設置基準

については、各自治体における運用や見直しの状

況について十分に整理されていない。 

本研究では、これまで継続して実施してきた映

画館調査の一環として、映画館における衛生器具

の利用状況に関する現場調査を実施するとともに、

全国の自治体を対象として便所設置基準及びその

運用実態に関する調査を行った。これにより、興

行場における衛生器具利用の実態及び便所設置基

準の運用状況を把握し、興行場における衛生的な

環境確保に資する基礎資料を得ることを目的とし

た。 

 

B．研究方法 

B1. 観覧場内の温湿度・二酸化炭素濃度及び浮遊

粒子 

本報告の調査施設は、表 1 に示す 7 つの映画館

である。いずれも延べ床面積 3,000 ㎡未満の中規

模映画館であり、1 フロアに複数の観覧場を有す

る。各施設の観覧場の規模は、それぞれ 100 名未

満から約 400 名までの範囲の客席を有しており、

施設全体の総定員は1,000名規模が1施設、1,500

名規模が 1 施設、2,000 名規模が 5 施設であった

（表 1）。いずれの施設も、鑑賞券を確認するゲー

トより内側の、観覧場が並ぶ鑑賞エリア（以下「シ

アター内」とする）は、鑑賞券を所持しない者は

立ち入ることができない構造となっている。なお、

調査 A（詳細調査）、調査 B（2 週間の連続測定）

について、2024 年夏季には 7 施設（F～L）を対

象として調査を実施し、その結果を踏まえ、2025

年冬季には 3 施設（F、H 及び J）において追跡

調査を実施した。さらに、本報告では 2025 年夏

季に施設 J を対象とした追跡調査を実施した。 

B1.1．調査 A（詳細調査） 

施設内観覧場において、通常の上映中に、温度

および相対湿度、二酸化炭素濃度（HOBO、

mx1102a を使用）並びに浮遊粒子濃度（パーテ

ィクルカウンタ：日本カノマックス株式会社製 

Model 3889 を使用）を 1 分間隔で連続的に測定

した。各施設につきおおむね 3 つの観覧場を対象

とし、いずれも観覧場の規模がおおむね 100～

400 名程度のスクリーンを選定した。詳細調査と
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して、測定機器を座席の肘掛けに固定し、1 つの

観覧場内で、前方・後方に各 1 点、計 2 点を測定

した。浮遊粒子濃度についても同一地点において

測定し、粒径 0.3、0.5、1.0、3.0、5.0 及び 10.0 

μm の 6 粒径を対象とした。調査はいずれも、開

館直後から夜間にかけての通常営業中の上映回

を対象として実施した。追跡調査として、2025 年

8 月に実施した。 

B1.2．調査 B（2 週間の連続測定） 

上映中の通常営業時の観覧場内において、これ

までの調査 2）～4）と同様に、温度および相対湿度、

二酸化炭素濃度（HOBO、mx1102a を 1 台使用）

を 1 分間隔で連続的に測定した。機器の設置場所

は、観覧場の排気側として、連続 16 日間の上映

時間中の測定を継続した。調査は各施設の全ての

観覧場（施設により観覧場数は異なる）を対象と

して実施した。2024 年夏季には 7 施設（F～L）

について調査を実施し、そのうち 3 施設（F、H

及び J）については 2025 年冬季に追跡調査を実

施した。さらに、本報告では施設 J を対象として

2025 年 8 月に追跡調査を実施した。 

 

B2．興行場における便所設置基準の実態と運用 

B2.1 映画館の便所利用実態の現場調査 

映画館における衛生器具の利用実態を把握す

るため、現場調査及び上映スケジュールを用いた

利用状況の把握を実施した。 

現場調査は、2025 年夏季に都内の映画館 2 施

設を対象として実施した。調査は人気作品上映期

間中の休日に実施し、女子便所における行列の発

生状況、利用者数及び施設内の混雑状況について

目視により確認した。また、女子便所については

出入口において利用者数を把握した。 

さらに、調査対象施設について、上映スケジュ

ール及び観覧場定員を用いて施設内人数の推定

を行った。施設内人数は、上映開始時刻前後 10

分間については当該観覧場の定員数が施設内に

存在すると仮定して算出した。これにより、観覧

場以外の施設内に滞在する人数及び施設総定員

に対する割合を推定した。 

B2.2 興行場における便所設置基準の実態と運用 

興行場における便所設置基準の実態及び運用

状況を把握するため、全国の自治体を対象として

アンケート調査を実施した。調査対象は、都道府

県、保健所設置市（政令指定都市、中核市及びそ

の他の保健所設置市）並びに特別区の計 157 自治

体とした。 

調査票は郵送により配布し、回答は FAX 又は

電子メールにより回収した。その結果、148 自治

体から回答を得た（回収率 94.3％）。調査内容は、

便所設置基準の内容、基準を採用している理由、

基準を規定していない理由、基準の緩和規定及び

その運用状況並びに基準改正の経緯等とした。 

自由記述については、記載内容を精査し、同趣

旨の回答を分類・整理した上で集計を行った。な

お、一つの回答に複数の内容が含まれる場合は、

それぞれ該当する分類に整理した。 

 

C．研究結果 

C1．観覧場内の温湿度・二酸化炭素濃度及び浮遊粒

子 

C1.1．調査 A（詳細調査） 

図 1 に上映中の観覧場前方及び後方における温

度及び相対湿度の経時変化を示す。温度は上映時

間中を通じて概ね 24～25℃で推移した。相対湿度

は 70～85％程度で推移し、前方と後方で大きな差

は認められなかった。 

図 2 に上映中の観覧場前方及び後方における二

酸化炭素濃度の経時変化を示す。二酸化炭素濃度

は上映開始後に上昇し、その後は概ね一定で推移

した。前方と後方の測定値は概ね同様の推移を示

した。 

図 3 に図 1 及び図 2 の測定結果を箱ひげ図とし

て再掲した結果を示す。温度の平均値は前方

23.7℃、後方 23.7℃であり、相対湿度の平均値は

前方 76.1％、後方 76.2％であった。また、二酸化
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炭素濃度の平均値は前方 1,293ppm 、後方

1,291ppm であり、いずれの項目においても前方

と後方で大きな差は認められなかった。 

図 4 に 2024 年夏季に実施した調査 A における

温度、相対湿度及び二酸化炭素濃度の経時変化を

参考として示す。 

図 5 に上映中の観覧場における粒径 5μm 未満

の浮遊粒子数の経時変化を示す。いずれの観覧場

においても、上映時間の経過に伴い粒子数が増加

する傾向がみられた。 

図 6 に上映中の観覧場における粒径 5μm 以上

の浮遊粒子数の経時変化を示す。粒子数は上映開

始後 30～60 分程度までに減少し、その後は低い

水準で推移した。 

図 7 に 2024 年夏季に実施した調査 A における

全粒径の浮遊粒子数の経時変化を参考として示す。 

図 8 に図 5 及び図 6 の測定結果を箱ひげ図とし

て再掲した結果を示す。粒径 5μm 未満の浮遊粒子

数の平均値は、観覧場①で 45,562 個、観覧場②

で 87,237 個、観覧場③で 213,534 個であり、観

覧場間で差がみられた。一方、粒径 5μm 以上の浮

遊粒子数の平均値は、観覧場①で 6 個、観覧場②

で 7 個、観覧場③で 19 個であった。 

C1.2．調査 B（2 週間の連続測定） 

 本調査は、施設の観覧場の排気側に測定機器を

設置し、夏期に 16 日間の測定し、期間中、上映時

間帯を通じて温度、相対湿度、二酸化炭素濃度を 1

分間隔で連続的に測定したものである。測定期間

には、土日祝などの混雑日と平日の通常日の双方

が含まれる。 

図 9 に施設 J の観覧場 6 における温度、相対湿度

及び二酸化炭素濃度の 16 日間連続測定結果を示す。

なお、図には上映中のデータのみを抽出して示した。 

温度は測定期間を通じて概ね 23～25℃の範囲で推

移し、相対湿度は概ね 70～85％の範囲で推移した。 

二酸化炭素濃度は観覧客の利用状況に応じて変動

した。観覧客数が観覧場定員の 90％以上であった上

映日では、最大値が準則の基準である 1,500ppm を

上回る時間帯がみられた。一方、平均値はいずれの日

も概ね 1,200ppm 以下であった。 

 

C2．興行場における便所設置基準の実態と運用 

C2.1 映画館の便所利用実態の現場調査 

 図 10～図 13 に現場調査及び現場調査時の上映

スケジュールを用いた試算結果を示す。 

図 10 に示すとおり、調査対象とした映画館で

は、上映終了時刻の前後に女子便所利用者が集中

し、便所入口付近に一時的な行列が形成される状

況が確認された。一方で、行列は常時発生してい

るものではなく、上映終了後の利用者集中時にみ

られた。 

図 11 に女子便所利用者数の推移を示す。調査し

た複数の女子便所では、利用者数が時間帯によっ

て大きく変動しており、特に午前中の調査では 11

時 30 分頃から 12 時 00 分頃にかけて利用者数の

増加が確認された。また、午後の調査においても

利用者数が増加する時間帯がみられた。 

 図 12 に上映スケジュール及び館内混雑状況を

示す。調査時間帯には満席又はそれに近い上映回

が複数みられ、上映終了時刻が近接する上映回も

確認された。また、調査対象施設では、観覧場への

入場は上映開始時刻のおおむね 15 分前から行わ

れており、利用者は上映開始までの一定時間をロ

ビー等の共用空間で過ごす運用となっていた。 

 図 13 に現場調査時の上映スケジュールを基に

試算した観覧場以外の施設内人数及び総定員比を

示す。調査対象の施設では、上映開始時刻の 10 分

前から観覧場に入場できるようになることを踏ま

え、利用者によっては、早くから施設にいる場合

もあるものの、観覧場以外の施設内人数について、

上映スケジュールを基に、上映時刻前後 10 分間

は、観覧場の定員の人数が施設内にいると仮定し

て算出した。その結果、施設 i では 11 時 25 分頃

に総定員比約 40％（約 1,000 人）、施設 ii では 15

時 20 分頃に総定員比約 20％（約 500 人）が観覧

場以外の施設内に滞在すると推定された。 
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 これらの結果から、映画館では上映スケジュー

ルに応じて利用者が観覧場とロビー等の共用空間

との間を移動しており、上映終了時刻が近接する

時間帯には女子便所利用者が集中する状況が確認

された。 

C2.2 興行場における便所設置基準の実態と運用 

C2.2.1便所設置基準における床面積基準と人数基

準 

表 2 に各自治体の条例、規則、要綱その他の定

めにおける便所設備に関する規定の状況を示す。

準則と同一の基準を規定している自治体は、男性

用便器・女性用便器の数で 24.3％、男性用大便器

の数で 45.3％、床面積に応じた便器総数で 39.2％

であり、いずれの項目においても準則と同一の基

準を採用している自治体は半数に満たなかった。

一方で、準則と異なる基準を採用している自治体

又は基準を規定していない自治体が過半数を占め

ており、便所設置基準については自治体ごとの判

断が大きく反映されていることが示された。 

表 3 に男性用便器及び女性用便器の数について

準則と異なる基準を採用している自治体の自由記

述を整理した結果を示す。入場者数又は定員に応

じて便器数を定める基準が最も多くみられた。ま

た、男子用便器と女子用便器の数を原則同数とす

る基準も多く確認された。このほか、施設の規模、

用途又は興行内容等を考慮する基準、男女別利用

者数や女性の利用時間等を考慮して男女比率を調

整する基準及び「適当な数」など具体的な数値を定

めていない基準がみられた。 

表 4 に男性用大便器の数について準則と異なる

基準を採用している自治体の自由記述を整理した

結果を示す。入場者数又は定員に応じて大便器数

を定める基準が最も多くみられた。また、小便器数

に応じて大便器数を定める基準も多く確認された。

このほか、男性用便所に少なくとも 1 個以上の大

便器を設置することを求める基準、大小便器を合

算した総便器数により規定する基準及び「適当な

数」とする基準がみられた。 

表 5 に男性用便器及び女性用便器の合計数を各

階の観覧室の床面積に応じて定める基準について、

準則と異なる基準を採用している自治体の自由記

述を整理した結果を示す。入場者数又は定員に応

じて便器総数を定める基準が多くみられた。定員

基準を採用している自治体では、「定員 100 人につ

き 3 個」又は「定員 100 人につき 4 個」など一定

割合で規定するもののほか、「100 人以下」「100 人

超 500 人以下」「500 人超 1500 人以下」「1500 人

超」のように、定員規模に応じて便器数の増加割合

を変更する段階的な算定方式を採用している例も

みられた。また、「適当な数」など具体的な数値基

準を定めていない規定も確認された。一部の自治

体では、観覧室の床面積ではなく客席床面積を用

いるなど、床面積基準の算定方法を変更している

例もみられた。 

表 3 から表 5 に示した基準について、準則と異

なる基準を採用している根拠又は理由を整理した

結果、いずれの項目においても「不明」とする回答

が多くみられた。また、県条例又は既存条例の踏襲、

県からの権限移譲又は中核市移行時における従前

基準の継承を理由とする回答が複数確認された。

このほか、既存施設への配慮、利用実態への対応、

建築基準法との整合及び通知等による運用上の対

応を理由とする回答がみられた。 

表 6 に男性用便器及び女性用便器の数について

基準を規定していない理由に関する自由記述を整

理した結果を示す。理由が不明であるとする回答

が最も多くみられた。一方で、興行場の業種、規模、

用途及び利用実態が多様であり、一律の数値基準

では対応が困難であることから、「適当な数」とす

る規定又は個別判断による運用を採用していると

する回答が確認された。また、条例上は具体的な基

準を設けていないものの、実際の許可又は指導に

当たっては準則を参考として運用しているとする

回答もみられた。このほか、旧条例や県条例を踏襲

したことを理由とする回答が確認された。 

表 7 に男性用大便器を小便器 5 個以内ごとに 1
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個とする基準を規定していない理由について整理

した結果を示す。理由が不明であるとする回答が

最も多くみられた。また、施設の用途、規模、利用

実態等に応じて適切な便器数を判断できるよう、

具体的な数値基準を設けていないとする回答や、

旧条例又は県条例を踏襲した結果として現行規定

となっているとする回答がみられた。このほか、条

例上は具体的な基準を設けていないものの、許可

時又は指導時には準則を参考として運用している

とする回答や、既存施設に対する設備改修負担等

を考慮したとする回答が確認された。このように、

基準を規定していない理由としては、柔軟な運用

を可能とすること、従前の条例基準を継承してい

ること及び準則を参考として運用していることが

確認された。 

表 8 に男性用便器及び女性用便器の合計数を各

階の観覧室の床面積に応じて定める基準を規定し

ていない理由について整理した結果を示す。理由

が不明であるとする回答が最も多くみられた。ま

た、入場者数又は定員に応じて便器数を定めてい

ることを理由とする回答や、施設の構造、規模、用

途及び利用実態に応じて柔軟に対応できるよう

「適当な数」とする規定を採用しているとする回

答がみられた。このほか、旧条例又は県条例を踏襲

した結果として現行規定となっているとする回答、

県からの権限移譲時に従前の基準を継承したとす

る回答及び条例上は規定していないものの、許可

又は指導時には準則を参考として運用していると

する回答が確認された。また、既存施設への設備改

修負担等を考慮したとする回答もみられた。なお、

自由記述には複数の理由を併記している回答も含

まれていた。このように、当該基準を規定していな

い理由としては、入場者数又は定員による基準を

採用していること、施設の実態に応じた柔軟な運

用を可能とするため「適当な数」としていること及

び従前の条例基準を継承していることが主なもの

として確認された。 

C2.2.2 便所設置基準の緩和規定と柔軟な運用 

図 14 に興行場の特性に応じた便器設置基準の

緩和規定の有無を示す。「規定されている」と回答

した自治体が 97 自治体（80％）と最も多く、「規

定はないが、運用上認める場合がある」と回答した

自治体は 5 自治体（4％）、「規定はなく、認める場

合もない」と回答した自治体は 19 自治体（16％）

であった。 

表 9 に「規定されている」と回答した自治体に

おける緩和規定の内容を整理した結果を示す。便

器設置基準の緩和規定として最も多くみられたの

は、屋外又は野外の興行場及び仮設・臨時興行場に

対する特例であった。多くの自治体では、これらの

興行場について、公衆衛生上支障がないと認めら

れる場合に基準の一部を緩和し、又は適用しない

ことができるとしていた。また、興行場の種類、規

模、用途、土地条件等の施設特性に応じて個別に基

準の緩和を認める規定も多くみられた。さらに、男

女別利用者数や施設用途に応じて男女便器数の比

率を変更できる規定、複数施設による便所の共用

や観覧場面積の合算を認める規定なども確認され

た。 

表 10 に「規定はないが、運用上認める場合があ

る」と回答した自治体における適用事例を整理し

た結果を示す。最も多くみられたのは、イベント内

容や利用者構成に応じて男女便器数の割合を変更

した事例であった。また、複数施設による便所の共

用、近接施設の便所利用、各階への設置が困難な場

合の代替配置等、施設構造に応じた柔軟な運用も

多くみられた。このほか、スポーツ施設や多目的ホ

ール等の利用実態を踏まえた個別対応や、座便式

便器等を代替設備として取り扱う事例も確認され

た。一方で、緩和規定を有しているものの適用実績

がない、又は該当事例がないとする回答もみられ

た。 

C2.2.3便器設置基準の改正にみる制度変化への対

応 

表 11 に便器設置に関する規定の改正内容及び

改正理由に関する自由記述の整理結果を示す。改
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正理由として最も多くみられたのは、国の準則改

正への対応であった。特に平成 27 年の準則改正

を受け、男女同数としていた便器設置基準を見直

し、男女別利用者数や女性の利用時間等を考慮し

た規定へ改正したとする回答が多く確認された。

また、県からの権限移譲又は中核市移行に伴う条

例制定若しくは改正を契機とする回答も多くみら

れた。このほか、シネマコンプレックスやミニシ

アター等の新たな興行形態への対応、場外便所利

用や基準緩和規定の導入等、興行場の多様化や実

態に応じた運用を目的とする改正も確認された。

さらに、近年ではバリアフリートイレの取扱いの

見直しなど、利用環境の改善を目的とした改正事

例もみられた。 

 

D．考察 

D1．観覧場内の温湿度・二酸化炭素濃度及び浮遊

粒子 

D1.1 調査 A（詳細調査） 

 観覧場前方及び後方で温度、相対湿度及び二酸

化炭素濃度に大きな差は認められなかった。この

ことから、上映中においては、観覧場内の空気環

境に大きな偏りは生じていなかったものと考えら

れる。また、2024 年夏季の調査結果と比較しても、

温度、相対湿度及び二酸化炭素濃度の挙動に大き

な違いは認められなかった。このことから、当該

施設における上映中の空気環境は、継続的に概ね

同様の状態で推移していたものと考えられる。 

D1.2．調査 B（2 週間の連続測定） 

連続測定の結果、温度は概ね安定して推移して

いた。また、二酸化炭素濃度は混雑した上映回に

おいて上昇する傾向がみられたものの、平均値は

いずれの日も概ね基準の範囲内であった。このこ

とから、満席に近い利用状況においても、全体と

しては換気が機能していたものと考えられる。 

一方、相対湿度は比較的高い状態で推移してい

た。当該施設では外気を導入する運用が行われて

いることから、観覧場内の湿度は外気条件の影響

を受けやすいものと考えられる。本研究の結果の

みから湿度と微生物の関係を直接示すことはでき

ないものの、高湿度環境が継続することにより、

微生物の生育に影響した可能性が考えられる。 

 

D2．興行場における便所設置基準の実態と運用 

D2.1 映画館の便所利用実態の現場調査 

映画館における便所利用は、上映終了時に利用

者が一斉に観覧場外へ移動するため、短時間に集

中する構造となっている。また、上映スケジュー

ルに応じて利用者数が変動することから、便所利

用需要も時間帯によって大きく変化する特徴があ

る。 

一方で、今回調査した施設では、人気作品の上

映により高い利用率で運営されていたものの、調

査の範囲では衛生器具数の不足が明確な問題とな

っている状況は確認されなかった。この結果は、

これまでの調査過程において把握している状況と

も整合するものであった。 

D2.2 興行場における便所設置基準の実態と運用 

D2.2.1.便所設置基準における床面積基準と人数

基準 

自治体調査では、観覧室の床面積よりも入場者

数や定員を基礎として便器数を定める考え方が多

く確認された。このことから、自治体においては

利用人数を重視した基準が広く採用されているこ

とがうかがえた。 

また、男女別利用者数や利用実態を考慮する考

え方も広くみられたことから、便器設置基準の設

定に当たっては、利用者数だけでなく利用実態も

考慮されていることがうかがえた。 

さらに、数値基準を規定していない自治体にお

いても準則を参考として運用している事例が確認

されたことから、条例等に具体的な基準が規定さ

れていない場合であっても、実務上は準則が一定

の役割を果たしていることがうかがえた。 

D2.2.2 便器設置基準の緩和規定と柔軟な運用 

緩和規定やその運用事例からは、自治体が便器

設置基準を絶対的な数値基準としてではなく、公



- 86 - 

衆衛生を確保するための目安として位置付けてい

ることがうかがえる。 

特に、緩和事例の多くは、施設の利用実態や構

造条件を踏まえたものであり、単なる規制緩和と

は性格を異にしている。こうした結果から、自治

体では施設の特性や利用実態に応じた運用が行わ

れていることがうかがえた。 

また、現在の興行場は映画館のみならず、多目

的ホール、スポーツ施設、小規模上映施設等、多様

である。こうした状況を踏まえると、一律の数値

基準のみで全ての施設に対応することには限界が

あり、一定の裁量や例外規定を設ける必要性は検

討の余地があると考えられる。 

D2.2.3 便器設置基準の改正にみる制度変化への

対応 

各自治体の改正理由からは、便器設置基準が単

独で見直されるというよりも、国の制度改正や社

会環境の変化を契機として見直されてきたことが

読み取れる。 

特に近年の改正では、男女同数を前提とした基

準の見直しや、男女別利用者数及び利用時間等を

考慮した基準への改正が確認された。このことか

ら、便器設置基準においても、利用実態を考慮し

た基準設定が行われていることがうかがえる。 

また、従来の単館型映画館とは異なるシネマコ

ンプレックスへの対応を目的とした改正も確認さ

れた。これらの結果から、便器設置基準は興行場

の実態や利用形態の変化を踏まえて見直されてき

たことがうかがえる。 

 

E．結論 

興行場の室内環境及び便所設置基準の実態を踏

まえた衛生環境の確保に資する科学的知見の蓄積

が求められている。本報では、2024 年夏季及び

2025 年冬季の調査結果を踏まえ、継続的な把握が

必要と考えられた施設を対象として、観覧場内の

温度、相対湿度、二酸化炭素濃度及び浮遊粒子の

追跡調査を実施するとともに、映画館における衛

生器具利用実態の現場調査及び全国自治体を対象

とした便所設置基準に関するアンケート調査を実

施した。 

観覧場内の空気環境については、温度及び二酸

化炭素濃度は概ね安定して管理されていた。また、

満席に近い利用状況において一時的に二酸化炭素

濃度が上昇する場合がみられたものの、全体とし

ては換気が機能していることが確認された。調査

対象施設は全外気方式により運用されており、外

気条件の影響を受けることから、相対湿度は比較

的高い状態で推移していた。 

映画館における衛生器具利用実態の現場調査で

は、上映終了時刻付近に女子便所利用者が集中し、

一時的な行列が発生する状況が確認された。一方

で、上映スケジュールや観覧場への入場管理によ

り施設内の人の流れは一定程度制御されており、

調査対象施設では衛生器具数の不足が明確な問題

となっている状況は確認されなかった。 

また、自治体アンケート調査では、準則と異な

る基準を採用している自治体や、具体的な数値基

準を規定していない自治体が多くみられた。特に、

観覧室の床面積よりも入場者数や収容定員を基礎

として便器数を定める考え方が広く採用されてい

た。さらに、多くの自治体では、興行場の特性や利

用実態に応じた緩和規定や柔軟な運用が行われて

いることが確認された。 

以上より、興行場における衛生環境の確保に当

たっては、設備基準による評価に加え、施設の利

用実態や運用状況を踏まえて評価することが重要

であることが示された。 
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表 1 施設一覧 

施設名 観覧場数 施設定員 所在地 

F 10 2,000 人規模 関東地方 

G  9 2,000 人規模 中部地方 

H 10 2,000 人規模 九州地方 

I 11 2,000 人規模 中国地方 

J  6 1,000 人規模 中国地方 

K 12 2,000 人規模 中部地方 

L  6 1,500 人規模 関東地方 
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図 3 上映中の観覧場の前方・後方の温湿度二

酸化炭素濃度（調査 A） 

図 4 2024 年夏期の温湿度・二酸化炭素濃度の

経時変化（調査 A） 

図 1 上映中の観覧場の前方・後方の温湿度の

経時変化（調査 A） 

図 2 上映中の観覧場の前方・後方の二酸化

炭素濃度の経時変化（調査 A, 2024 年夏期） 
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図 5 上映中の観覧場の浮遊粒子（調査 A, 粒径 5μm 未満） 

 

図 6 上映中の観覧場の浮遊粒子（調査 A, 粒径 5μm 以上） 

 

図 7 上映中の観覧場の浮遊粒子（調査 A, 全粒径, 2024 年夏期） 

  

図 8 上映中の観覧場の浮遊粒子（調査 A）  
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図 9 観覧場の温湿度二酸化炭素濃度（調査 B, 施設 J, 観覧場 6, 排気側, 上映中, 16 日間

連続測定, 夏期, 事例） 
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図 10 女子便所の配置と行列の例（都内、測定値、2025 年 8 月上旬土曜） 
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              図 12 上映スケジュール 

（都内、測定値、2025 年 8 月上旬土曜） 

図 11 女子便所の利用人数 

（都内、測定値、2025 年 8 月上旬土曜） 
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都内施設ⅰ（総定員約 2,500 名, 2025 年 8 月上旬土曜 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都内施設ⅱ（総定員約 2,500 名, 2025 年 8 月上旬土曜 

 

図 13 観覧場以外の施設内人数と総定員に対する割合 
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表 2 各自治体の条例、規則、要綱その他の定めにおける便所の設備に関する規定 

n=148,（ ）：各回答のｎに対する割合 

回答 

設問 

〇 △ × 

(1)男性用便器・女性用便器の数 36 

(0.243) 

62 

(0.419) 

50 

(0.338) 

(2)男性用大便器の数 67 

(0.453) 

25 

(0.169) 

56 

(0.378) 

(3)床面積に応じた便器総数 58 

(0.392) 

36 

(0.243) 

54 

(0.365) 

〔回答の凡例〕 

○：準則と同じ基準が規定されている 

△：準則と異なる基準が規定されている 

×：基準が規定されていない 

 

表 3 準則と異なる基準が規定されている場合の自由記述から整理した便所設置基準の考え方, 男性用便器・女性用

便器の数について, 自由記述の整理 

分類 内容 出現状況 〔参考〕件数（概数） 

収容定員基準 入場者数・収容定員に応じて便器数を設定 非常に多い 約 35～40 件 

男女同数 男子用・女子用便器数を原則同数とする 非常に多い 約 25～30 件 

施設特性考慮 規模・用途・興行内容等を考慮 多い 約 20～25 件 

男女比調整 男女別利用者数、女性利用時間等を考慮 多い 約 20 件前後 

裁量 「適当な数」「市長が認める場合」等 少数 5～10 件 

※1 回答が複数分類に該当するため、合計は回答数と一致しない。 

 

表 4 準則と異なる基準が規定されている場合の自由記述から整理した便所設置基準の考え方, 男性用大便器の数

について, 自由記述の整理 

分類 内容 出現状況 〔参考〕件数（概数） 

小便器連動 小便器 5 個につき大便器 1 個など、小便器数との比率で規定 非常に多い 約 10～12 件 

収容定員基準 収容定員・入場定員に応じて大便器数を規定 非常に多い 約 12～15 件 

最低設置数 男性用便所に大便器を 1 個以上設置することを規定 多い 約 6～8 件 

総便器数基準 大小便器を合算した総便器数で規定 一部 約 2～4 件 

裁量・適当数 「適当な数」「具体的規定なし」等 少数 約 2～3 件 

※1 回答が複数分類に該当するため、合計は回答数と一致しない。 

 

 

 



- 96 - 

表 5 準則と異なる基準が規定されている場合の自由記述から整理した便所設置基準の考え方, 男性用便器及び女

性用便器の合計数を、各階の観覧室の床面積に応じて定める基準について, 自由記述の整理 

分類 内容 出現状況 〔参考〕件数（概数） 

収容定員基準 
観覧室床面積ではなく入場者数・収容定員に応じて総便器数

を規定 
非常に多い 約 15～20 件 

床面積基準 観覧室又は客席の床面積に応じて総便器数を規定 多い 約 10～12 件 

客席面積基準 観覧室床面積ではなく客席床面積を用いて規定 一部 約 3～5 件 

段階的算定方

式 
面積又は定員区分ごとに算定係数を変更する方式 多い 約 8～10 件 

裁量・適当数 「適当な数」など具体的数値を定めない規定 少数 約 2～3 件 

 

表 6 男性用便器及び女性用便器の数について基準を規定していない理由, 自由記述の整理 

分類 内容 出現状況 
〔参考〕件数

（概数） 

不明 理由が不明、記録が残っていない 非常に多い 約 20～25 件 

柔軟運用・個別判断 「適当な数」とし、施設の規模、用途、利用実態等に応じて判断 多い 約 8～10 件 

準則を参考に運用 条例上は規定しないが、許可時や指導時には準則を参考に運用 多い 約 6～8 件 

旧条例・県条例の踏襲 旧条例や県条例を継承した結果、基準を規定していない 多い 約 6～8 件 

利用実態への配慮 業種、規模、利用者数等が多様で一律の基準が困難 少数 約 3～5 件 

 

表 7 男性用大便器を小便器 5 個以内ごとに 1 個とする基準を規定していない理由, 自由記述の整理 

分類 内容 出現状況 
〔参考〕件数

（概数） 

不明 理由が不明、記録が残っていない 非常に多い 約 20 件 

柔軟運用・個別判断 施設の用途、規模、利用実態等に応じて適切な数を判断 多い 約 8～10 件 

旧条例・県条例の踏襲 旧条例や県条例を継承した結果として現行規定となっている 多い 約 8～10 件 

準則による運用対応 条例上は規定しないが、許可時や指導時には準則を参考に対応 多い 約 5～7 件 

既存施設への配慮 設備改修負担や営業への影響を考慮 少数 約 2～3 件 
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表 8 男性用便器及び女性用便器の合計数を各階の観覧室の床面積に応じて定める基準を規定していない理由, 自

由記述の整理 

分類 内容 出現状況 
〔参考〕件数

（概数） 

不明 理由が不明、記録が残っていない 非常に多い 約 15～20 件 

定員基準採用 入場者数又は収容定員に応じて便器数を定めているため 多い 約 8～10 件 

柔軟運用・適当数 施設の規模、用途、利用実態等に応じて個別に判断するため 多い 約 8～10 件 

旧条例・県条例の踏襲 旧条例又は県条例を継承した結果として現行規定となっている 多い 約 6～8 件 

権限移譲時の継承 中核市移行や県からの権限移譲時に従前基準を採用 少数 約 3～5 件 

準則を参考に運用 条例上は規定しないが、許可時や指導時には準則を参考に運用 少数 約 3～5 件 

既存施設への配慮 設備改修負担や営業への影響を考慮 少数 約 2～3 件 

 

 

〔凡例〕 

①：規定されている 

②：規定はないが、運用上認める場合がある 

③：規定はなく、認める場合もない 

図 14 興行場の特性に応じた便器設置基準の緩和規定の有無, n=121 

 

  

①, 97, 80%

②, 5, 4%

③, 19, 16%

① ② ③
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表 9 興行場の特性に応じた便器設置基準の緩和規定, 自由記述の整理 

分類 内容 出現状況 
〔参考〕件数（概

数） 

屋外・野外興行場 
観覧席が屋外にある場合や客席の大部分が屋外に面して

いる場合に基準を緩和又は適用除外 
非常に多い 約 35～45 件 

仮設・臨時興行場 
仮設施設や臨時的に開催される興行場について基準を緩

和又は適用除外 
非常に多い 約 35～45 件 

特別な事情・施設特性 
興行場の種類、規模、用途、土地条件等を考慮し個別に

緩和を認める 
多い 約 20～30 件 

男女便器比率の変更 
男女利用者数や用途等を踏まえ、男女便器数の比率変更

を認める 
多い 約 15～20 件 

共用便所・複数施設対応 
便所の共用、複数観覧場の合算、近接便所利用等を認め

る 
一部 約 10 件前後 

その他個別特例 小便器兼用便器、各階設置の例外等 少数 約 5～10 件 

 

表 10 興行場の特性に応じた便器設置基準の緩和規定又は運用上の配慮を適用した事例（仮設興行場及び屋外興

行場を除く）, 自由記述の整理 

分類 内容 出現状況 
〔参考〕件数（概

数） 

男女比率の調整 
女性利用者が多い催事、イベント内容、利用実態等に応じ

て男女便器数の割合を変更 
非常に多い 約 20～30 件 

複数施設・共用便所 
複数の観覧場による便所の共用、近接施設の便所利用等

を認める 
多い 約 10～15 件 

建物構造への対応 
各階設置が困難な場合に直上階・直下階の便所利用等を

認める 
多い 約 10 件前後 

利用実態・催事対応 
スポーツ施設、多目的ホール、イベント内容、利用者属性

等を考慮した個別対応 
多い 約 10～15 件 

特殊便器・代替設備 座便式便器の兼用、バリアフリートイレ等を考慮した運用 一部 約 5 件前後 

該当事例なし 緩和規定はあるが適用実績なし、又は該当事例なし 多い 約 20 件前後 
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表 11 興便器設置に関する規定の改正内容及び改正理由, 自由記述の整理 

分類 内容 出現状況 
〔参考〕件数（概

数） 

準則改正への対応 
国の準則改正に伴う改正（平成 2 年改正、平成 27 年

改正等） 
非常に多い 約 15～20 件 

女性利用実態への対応 
男女同数規定の見直し、女性利用時間や男女別利

用者数を考慮した基準への変更 
多い 約 10～15 件 

権限移譲・地方分権対応 
地域主権改革一括法、中核市移行等に伴う条例制定

又は改正 
多い 約 10 件前後 

興行場形態の多様化への対応 
シネマコンプレックス、ミニシアター等の新たな営業形

態への対応 
多い 約 8～10 件 

緩和規定・柔軟な運用の導入 
特例規定、裁量規定、場外便所利用等を可能とする

改正 
多い 約 8～10 件 

バリアフリー・利用環境改善 
バリアフリートイレの取扱い、利用環境向上等への対

応 
少数 約 2～4 件 

不明 改正理由が不明 一部 約 5 件前後 
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（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
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当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年４月１日 
                                          
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                              
                   
                              機関名 国立大学法人北海道大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 総長 
                                                                                      
                              氏 名  寳 金 清 博        
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                        

２．研究課題名 旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名）大学院工学研究院・客員教授                              

    （氏名・フリガナ）林 基哉 （ハヤシ モトヤ）                                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和8年4月20日 
国立保健医療科学院長 殿                                                                       
                                               
                              機関名 工学院大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  今村 保忠（公印省略）    
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                   

２．研究課題名 旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）  建築学部・教授                         

        （氏名・フリガナ）  柳 宇 ・ ヤナギ ウ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年４月１日 
国立保健医療科学院長 殿                                   

       
 

                                         
                              機関名 国立健康危機管理研究機構 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 國土 典宏          
 

   次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                         

２．研究課題名 旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究                                      

３．研究者名  （所属部署・職名）国立感染症研究所 薬剤耐性研究センター第四室 主任研究員     

    （氏名・フリガナ）黒須一見（クロスヒトミ）                                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ８年 ３月 ３１日 
国立保健医療科学院長 殿                                                                       
                                       
                              機関名  国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                              氏 名  浅沼 一成         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  健康安全・危機管理対策総合研究事業                          

２．研究課題名  旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための 

研究            

３．研究者名  （所属部署・職名） 建築・施設管理研究部・上席主任研究官                 

    （氏名・フリガナ） 戸次 加奈江・ベッキ カナエ                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


